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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月平成17年９月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 (千円) ― ― 788,0463,664,1433,808,7883,789,356

経常利益 (千円) ― ― 55,021291,115451,039261,011

当期純利益 (千円) ― ― 48,439148,030220,24746,070

純資産額 (千円) ― ― 1,562,3032,403,2732,604,2942,538,449

総資産額 (千円) ― ― 2,626,9293,277,5903,434,8353,347,127

１株当たり純資産額 (円) ― ― 55,796.5672,318.0078,936.0879,245.67

１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― 1,729.994,997.327,124.511,492.10

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― 1,673.314,892.14 ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 59.4 68.2 71.1 72.1

自己資本利益率 (％) ― ― 3.1 7.8 9.4 1.9

株価収益率 (倍) ― ― 155.5 30.6 11.5 26.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 17,498252,950473,210103,561

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △440,929△180,919△158,578△340,903

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 581,643△108,101△72,061101,490

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― 680,383644,322885,267748,849

従業員数 (名) ― ― 191 237 244 264
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３　第７期は決算期変更により平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６ヶ月間となっております。

４　当社は、平成18年２月20日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。なお、第７期の１株当たり情

報は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

５　当社は、平成18年４月３日に第三者割当増資の引受により、株式会社チェンジビジョンを子会社といたしまし

た。

６　当社は、平成18年９月１日に株式交換により連結子会社である株式会社オープンストリームを完全子会社化い

たしました。

７　当社は、平成18年10月３日付で、株式会社豆蔵（当社から会社分割により設立し、全事業を承継させた事業会

社）及び株式会社オープンストリームの100％、株式会社チェンジビジョンの52.8％の株式を保有する持株会

社へ移行しております。

８　第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。

９　第８期より「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正　平成18年12月22日　企業会計基準適

用指針第10号）を適用しております。

10　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第９期及び第10期はストックオプション制度導入に伴

う新株予約権残高がありますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

11　第10期より自己株式の取得をしたため、自己株式を純資産に対する控除項目としており、また１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の各数値の計算については、

発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月平成17年９月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 (千円) 1,453,7641,615,067788,0461,054,849285,252744,068

経常利益 (千円) 127,072150,30855,021181,986102,015310,044

当期純利益 (千円) 71,13073,32348,439149,77573,783170,005

持分法を適用した場合の
投資損失

(千円) ― 55,233 ― ― ― ―

資本金 (千円) 600,000772,550772,550796,050797,550797,550

発行済株式総数 (株) 5,600 7,000 28,00030,89630,92030,920

純資産額 (千円) 1,010,5541,519,5651,562,3032,236,0812,295,9842,396,274

総資産額 (千円) 1,136,2911,669,4162,296,9972,755,4872,713,4583,000,881

１株当たり純資産額 (円) 180,456.12217,080.7455,796.5672,374.4774,255.6478,562.72

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

2,000

(―)

250

(―)

500

(―)

1,600

(―)

1,000

(―)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 12,701.9410,697.911,729.995,056.222,386.735,506.06

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― 10,517.871,673.314,949.80 ― ―

自己資本比率 (％) 88.9 91.0 68.0 81.2 84.6 79.7

自己資本利益率 (％) 7.3 5.8 3.1 7.9 3.3 7.3

株価収益率 (倍) ― 53.5 155.5 30.3 34.2 7.0

配当性向 (％) ― 18.7 14.5 9.9 67.0 18.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 454,313103,290 ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △173,180△369,464 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 421,198 ― ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 367,146522,171 ― ― ― ―

従業員数 (名) 92 99 106 9 11 13
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第５期、第９期及び第10期はストックオプション制度

導入に伴う新株予約権残高がありますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　株価収益率については、第５期は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので記載しておりません。

４　当社は、平成18年２月20日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。なお、第７期の１株当たり情

報は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

５　当社は、第７期より連結財務諸表を作成しているため、第７期以降の持分法を適用した場合の投資損失、営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び

現金及び現金同等物の期末残高は、記載しておりません。

６　第７期は決算期変更により平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６ヶ月間となっております。

７　当社は、平成18年９月１日付の株式交換により発行済株式総数は2,520株増加、純資産額は498,960千円増加し

ております。

８　当社は、平成18年10月３日付にて持株会社に移行し、新設分割の方法によって新たに設立した株式会社豆蔵に

全事業を承継いたしました。従いまして、平成19年３月期の営業成績につきましては、持株会社移行前の平成

18年９月中間期業績に、持株会社移行後の業績を加算しております。

９　第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。

10　第９期の１株当たり配当額1,600円には、特別配当600円を含んでおります。

11　第10期より自己株式の取得をしたため、自己株式を純資産に対する控除項目としており、また１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の各数値の計算については、

発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

平成11年11月 事務機器の販売および事務処理の請負を目的として株式会社理想生活設立

平成12年１月 目的をソフトウエアの開発および開発支援サービス等とし、商号を株式会社豆蔵に変更し、東京都

港区北青山二丁目７番29号明星北青山65ビルにて開業準備

平成12年５月 本社を東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目15番５番地DSビルに移転

同年　同月 ITコンサルティング（情報システム企画・設計・技術サポート）事業、ソフトウエア開発事業を

開始

平成12年６月 教育サービス事業を開始

平成13年１月 本社を東京都新宿区四谷四丁目３番地に移転

平成14年２月 エンジニアリングソリューション事業部、ビジネスソリューション事業部、教育ソリューション事

業部の３事業部体制に移行

平成14年８月 開発支援環境パッケージ「豆助」完成

平成14年９月 「豆蔵プロセス」（後に「enThology System Development Process」と呼称変更）完成

平成15年９月 連結納税システム「連結Tax-Saver」完成

平成15年12月 「豆蔵フレームワーク」（後に「enThology Basement Framework」と呼称変更）完成

平成16年２月 「enThology Requirement Development Process」を完成させ、システムの開発技術体系「エンソ

ロジー」（enThology：enterprise methodologyの合成語）確立

平成16年10月 本社を東京都新宿区西新宿二丁目１番１号に移転

平成16年11月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成17年７月 業容拡大のため経営コンサルティング事業をビジネスソリューション事業より分離

平成18年３月 株式会社オープンストリーム（現・連結子会社）の株式を取得し子会社化

平成18年４月 第三者割当増資の引受による株式の取得により株式会社チェンジビジョン（現・連結子会社）を

子会社化

平成18年９月 株式交換により株式会社オープンストリームの株式を追加取得し完全子会社化

平成18年10月 株式会社豆蔵OSホールディングスへ商号変更、会社分割により株式会社豆蔵（現・連結子会社）

を設立し、事業部門の全事業を承継

平成18年12月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社エフ（現・連結子会社）の株式を取得

し子会社化

平成19年３月 株式会社オービックビジネスコンサルタントとの合弁により株式会社プログレス・パートナーズ

（現・持分法適用関連会社）を設立

平成19年５月 株式会社豆蔵にて行っていた連結納税コンサルティング事業を、株式会社プログレス・パート

ナーズに営業譲渡

平成20年10月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社OSプロスタッフィング（現・非連結子

会社）を設立

同年　同月 情報技術開発株式会社と資本・業務提携
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３ 【事業の内容】

(1) 事業内容の概況

当社グループは、当社と子会社４社（株式会社豆蔵、株式会社オープンストリーム、株式会社チェンジビ

ジョン及び株式会社エフ）、関連会社１社（株式会社プログレス・パートナーズ）及び非連結子会社１社

（株式会社OSプロスタッフィング）で構成され、情報化戦略の策定支援、情報化業務の改革支援、システム

の受託開発といった業務をはじめ、情報化業務に従事する技術者への教育研修を行う業務、さらには、製品

開発・販売などを行う企業グループとなっています。なお、非連結子会社に対して持分法は適用しておりま

せん。

　

(2) エンソロジー・ソリューション事業

① エンソロジーについて

エンソロジーとは、システムの開発技術体系であり、当社グループ独自のブランドです

(enThology:enterprise methodologyの合成語)。

製造、金融、物流、サービスなどあらゆる分野において、業務効率化やサービス向上のため業務に対するＩ

Ｔ依存度は、高まっております。一方、企業をとりまく事業環境は、激しく変化しており、これに対応するた

めシステムは巨大化、複雑化を続け情報化投資は、膨大な額になっております。

　また、自動車、デジタル家電をはじめとする製造分野においては、製品の多機能・高機能化が進み、製品に

組み込まれるソフトウエアの品質に対する要求は高まるばかりです。さらに開発期間の短縮化、製品の多品

種化による、納期遅延、コストの増大化、品質低下などの問題は、製品の成否に大きな影響を与える要因と

なっております。

　この様な背景から、システム開発における、期間の短縮、コストの抑制、品質の確保は、重要な経営課題とし

て捉えられております。

　エンソロジーでは、従来のように場当たり的にシステムの開発を行うのではなく、より短い期間内に、より

低コストで、より完成度の高いシステムを開発するために、ソフトウエア工学(例えばオブジェクト指向技

術)(注)を駆使して、体系的かつ効率的なシステム開発を実現します。エンソロジーにおいてシステムの開

発工程は、システムに対し実現すべき要望を取りまとめる「要求開発」フェーズとそれに基づいて実際に

システムを設計、構築する「システム開発」フェーズに大別しております。「要求開発」フェーズでは、工

学的な手法を取り入れて業務分析や要求定義を行うことで、「何をつくるのか」を明確化し、無駄なシステ

ムを作らないことを支援しております。

 「システム開発」フェーズでは、工学的な手法を現場に合わせ実践的に導入することで、従来のように経

験や勘に頼った場当たり的なシステム開発から脱却し、短納期、低コスト、高品質でのシステム開発を支援

しております。

　

(注)　オブジェクト指向技術：ソフトウエアの設計や開発において、ソフトウエアが実行する処理単位ではなく、オブ

ジェクトと呼ばれる「役割をもったソフトウエア部品」の単位（オブジェクト）でソフトウエアを構成しよう

という考え方。ソフトウエアの規模が大きくなると、一般にソフトウエアの構造は絡み合って、管理しにくくなる

が、オブジェクトの単位で構成すると、構造がわかりやすく、ソフトウエアをさらに改造していくときにも構造が

崩れにくいため、拡張性や保守性が高いとされている。また、一度作ったソフトウエアを部品単位にして他のシス

テムに再利用することができるなどで、開発生産性向上がはかられている。

　1990年代の後半から普及が始まり、先進的なプロジェクトにおいては、ソフトウエア開発のすべての工程でオブ

ジェクト指向の考え方が適用されつつある。特に、オブジェクト指向の考え方でソフトウエアを作成するための

プログラム言語であるJavaは、最近のソフトウエア開発でもっともよく利用される言語になっている。オブジェ

クト指向技術を適用した設計では、システムをどのような種類のオブジェクトで構成するかを図式的に表現する

など、本来見えないものを視覚化する技術を用いている。この技術は、業務の構造や流れなど複雑な対象をとらえ

る際にも応用することができ、業務を視覚化したモデルを基にソフトウエア設計につなげていくことで、業務と

連続性をもったシステム設計が可能とされている。
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　また、オブジェクト指向技術による開発は、部品単位の開発スタイルをとるため、「反復型開発プロセス」の適

用が比較的容易である。「反復型開発プロセス」は、システム開発における「要求仕様～分析～設計～実装・評

価」の一連の流れからなる小さなプロセスを幾度も繰り返すスタイルをいう。従来から最も一般的な開発プロセ

スである「ウォーターフォール（滝）型開発プロセス」に比べて、顧客の要求定義やシステムの実現可能性およ

び見積金額の事前検証が容易で、システム開発着手以降の顧客の要求変更に対応しやすいため、「システムの開

発リスク」を低減するとされている。

　

ウォーターフォール型開発プロセス　　　　反復型開発プロセス（オブジェクト指向型開発で一般的）

　

　

② 「エンソロジー・ソリューション事業」での「ビジネス・ソリューション事業」と「エンジニア

リング・ソリューション事業」（その事業領域と対象となるお客様）

エンソロジーは、あらゆる業種や業務に適用できるシステムの開発技術体系であり、「ビジネス分野」

だけではなく「エンジニアリング分野」も事業領域としています。

「ビジネス分野」においては、情報化投資を行うシステムの需要サイドの企業や自治体全般等のみなら

ず、エンソロジーを導入することで競争力の向上を目指すシステムインテグレーターやパッケージベン

ダーなどのシステム供給サイドの企業まで広く含まれます。また、「エンジニアリング分野」においては、

電子機器や自動車メーカーなど、いわゆる組込ソフトウエアを開発する製造会社の社内開発部門が有力な

お客様となっています。そこで、前者のビジネス分野におけるエンソロジー・ソリューション事業を「ビ

ジネス・ソリューション事業」、後者のエンジニアリング分野におけるエンソロジー・ソリューション事

業を「エンジニアリング・ソリューション事業」として、開示しております。

エンソロジー・ソリューション事業では、先進のシステム開発手法であるオブジェクト指向技術を主と

した、情報工学技術を提供しています。ここで、オブジェクト指向技術は、システムの拡張及び再利用が容

易であることに特長がありますが、そのメリットを生かして、個々のお客様のシステム構築に最適なソ

リューションの提供を行っております。

すなわち、従来のシステム開発では、関係者へ個別にヒアリングを行い、システムに対する要求を文字情

報だけで文書化していました。このとき、膨大かついろいろな立場の関係者の個別意見が文字情報となっ

てしまい、システムの全体像をつかみきれなくなってしまいます。その結果、使われないシステムや使えな

いシステムができてしまっていました。当社グループでは、情報工学を背景に、これらシステムに対する要

求を建築の際の設計図のように可視化し、本当に必要な要求が何かを関係者達で合意し、また、要求を可視

化したことにより検証を可能にして、必要十分な最小限の機能を効率よく組み込むお手伝いをしていま

す。この点で、同業他社には真似のできないサービスを提供しているといえます。さらに、エンソロジー・

ソリューション事業では、個々のプロジェクト支援にとどまらず、お客様企業全体の情報化業務、ソフトウ

エア開発における課題を解決し、お客様企業の組織力向上を支援しています。
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③ ビジネス・ソリューション事業

ビジネス・ソリューション事業は、株式会社豆蔵のＢＳ事業部及び株式会社オープンストリーム並びに

株式会社エフにて行っております。

企業が利用する業務システムは大別すると、フロントオフィス業務に関わるシステム（以下、フロント

オフィスシステムという）とバックオフィス業務に関わるシステム（以下、バックオフィスシステムとい

う）とがあります。ここで、フロントオフィス業務とは、お客様と直接やり取りをする業務であり、バック

オフィス業務とは、後方で事務や管理を行う業務を言います。

株式会社豆蔵のＢＳ事業部（以下、豆蔵ＢＳ事業部）では、主にバックオフィスシステムにおける企画

・設計に関わるサービスを提供しています。バックオフィスシステムは、他のシステムから影響を受ける

ことが多く全体の最適化を実現しにくいシステムです。つまり、バックオフィスシステムは、バックオフィ

ス業務自体の効率化・最適化を考慮に入れる必要があると共に、お客様とのやり取りをする、例えば受注

システムやチケット発行の発券システムといったフロントオフィスシステムからの情報にも影響を受け

ることからフロントオフィスシステムをも含めた全体最適化を提案するサービスを提供しなければなら

ないからです。そこで、豆蔵ＢＳ事業部では徹底した要求開発フェーズの精緻化により全体最適化を実現

しつつ、オブジェクト指向技術を利用し、拡張性や保守性の高いシステムの企画・設計サービスを提供し

ております。

株式会社オープンストリーム（以下、オープンストリーム）では、主にフロントオフィスシステムの開

発を行っております。オブジェクト指向型プログラミング言語Javaを中心としたソフトウエア開発を得意

としています。独自の実践型プログラミング研修により、社員への教育を徹底することで高い開発技術力

を強みとして事業成長してきました。また、オープンストリームの技術の適応性が高いインターネット

サービス系企業において取引が急速に拡大しております。

株式会社エフ（以下、エフ）では、主にフロントオフィスシステムの企画・設計サービスを行っており

ます。金融業でのシステムを得意としており、豊富な業務知識、経験から適格なアドバイスを提供していま

す。

④ エンジニアリング・ソリューション事業

エンジニアリング・ソリューション事業は、株式会社豆蔵のＥＳ事業部（以下、豆蔵ＥＳ事業部）にて

行っております。

近年の工業製品は、その製品自体にいくつものソフトウエアが組み込まれています。携帯電話やデジカ

メ、カーナビといったものがその代表例です。製品の多機能・高機能化が進み、製品に組み込まれるソフト

ウエアの品質に対する要求は高まる一方です。さらに、開発期間の短縮化、製品の多品種化による納期遅

延、コストの増大、品質低下などの問題は、製品の成否だけでなく経営に大きな影響を与える要因となって

います。これらの組込ソフトは、組み込まれているハードウエアからの制限を大きく受けます。例を挙げる

と、処理時間が短くないと使い物にならない場合（乗り物などに組み込まれているソフトウエアが代表例

です。）や、メモリ量に制約がある場合（大きさを小さくするために物理的にメモリを余分に乗せる寸法

がない場合があります。）や、消費電力に制限がある場合（電池の容量に限界があったりする場合などが

想定できます。）などがあります。したがって、組込ソフトウエアに関わるエンジニアには、その製品の特

性を良く知る必要があるなど、特殊な知識が求められます。

そこで、豆蔵ＥＳ事業部では主として家電機器メーカーや半導体メーカーなど、いわゆる組込ソフトウ

エアを開発する製造会社の研究開発部門に対して、短期間に高品質なものを低コストで作成できるようコ

ンサルティングを行います。具体的には、開発プロセスの改善、仕様書段階での整合性確認や企画段階から

のテスト企画といった品質向上などを行っています。また、多品種で製品ライフサイクルが短くなってい

ることから、ソフトウエアを小さなまとまりのある単位に切り分けて拡張性、保守性を高めることでソフ
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トウエアの再利用を可能にし、品種の増加、開発期間の短縮に対応するコンサルティングを行います。こう

いったとき、大きな威力を発揮するのが、オブジェクト指向技術であり、当社グループが得意とする技術な

のです。

　

(3) 教育ソリューション事業

教育ソリューション事業は、主に豆蔵ＢＳ事業部にて行っております。

当社グループでは、システム開発そのものだけでなく、「要求開発」や「システム開発」を構成する方法

論・技術等をお客様企業に伝授するための実践的な教育研修及びトレーニングの提供を行っています。教

材（コースウエア）は、今まで培ったエンソロジー・ソリューションのノウハウをベースにビジネスモデ

リング、要求定義・分析、システム分析・設計・実装・テスト、プロジェクト管理、プロセスなどエンジニア

リングに関わる幅広い分野で様々な技術をカバーしています。

オブジェクト指向技術の入門者から第一線の技術者まで能力や目的に応じた各種定例セミナーを開催し

ているほか、お客様の要請に合わせた教材を用いて実施する形式（オンサイト形式）での技術者養成にも

応じており、エンソロジー・ソリューション事業と相乗効果を発揮しております。ここで、定例セミナーと

は、主に一般技術者を対象として、事前に用意したコースウエアを提供するものです。基本的には、豆蔵社内

のセミナールームにて実施しております。一方、オンサイトとは、お客様の求めに応じてコースウエアをカ

スタマイズしてサービスを提供いたします。したがって、定例のように型にはまったものではなく、カリ

キュラムの中身を変更して、お客様のニーズに即した教育サービスを提供しています。オンサイトの場合

は、主として、お客様の社内会議室に出向いて実施します。また、お客様の求めに応じて豆蔵社内のセミナー

ルームにて実施することもあります。

前述のとおり、エンソロジー・ソリューション事業では、実際の現場において、オブジェクト指向技術を

用いたコンサルティングを数多く手掛けております。そこで、教育ソリューション事業では、エンソロジー

・ソリューション事業で培った、現場での経験をフィードバックし、机上だけの理論を教育サービスとして

提供するのではなく、現場で直接役立つスキルを伝授するところに特長があり、好評を得ております。この

点、エンソロジー・ソリューション事業の経験を教育ソリューション事業のコースウエアに反映させて、ま

た、場合によっては、講師もエンソロジー・ソリューション事業のコンサルタントを使って、他社では、真似

のできない実践型の教育サービスを提供しています。

　

(4) 経営コンサルティング事業

エンソロジー・ソリューション事業における「要求開発」フェーズでは、業務全体の構造や流れを見直

しながら要求定義を行い、情報化の基本計画を企画・立案してまいります。このとき、実現すべきビジネス

ゴールや全体最適に向けて、業務全体の構造や流れの見直しをより精緻化して提案していく活動を経営コ

ンサルティング事業として提供しております。

現在の主要なコンサルティング内容としては、内部統制コンサルティング、要求開発コンサルティング、

経営コンサルティング、企業再編コンサルティングなどがあります。

経営コンサルティング事業は、株式会社豆蔵のＩＴ戦略支援事業部で行っております。当事業では、企業

の情報の流れを長年、システムの面からきめ細かなコンサルティングを行ってきたＩＴコンサルタントに

加え、多くの会計士を擁し、ＩＴのみならず、経営全般のソリューション提供を行っています。

　

(5) 製品開発・販売事業

製品開発・販売事業は、株式会社チェンジビジョン（以下、チェンジビジョン）で行っており、「見える

化」をキーワードに、エンジニアや一般ユーザーに向けてツールの開発・販売を行っております。
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チェンジビジョンでは、「見える化」によって世界を革新します。すなわち、JUDEシリーズとTRICHORDの

二つの製品カテゴリーを用意し、それらは、共に見える化を実現するツールです。JUDEシリーズは、システム

の設計を可視化して整理するツールであるJUDE/Professional、内部統制における業務フローを可視化して

整理するJUDE/Biz、アイディアを広げ、発想や思考を可視化して整理するツールであるJUDE/Think!といっ

た製品群を提供しています。一方で、TRICHORDは、プロジェクトの進捗を可視化して整理するツールです。

　

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 
株式会社豆蔵(注)２、５

東京都
新宿区

310
業務システム及び組
込システムにおける
コンサルティング

100.0

役員の兼任　３名
社内システムの運用支
援
資金の援助
なお、当社所有の工具、
器具及び備品を賃借し
ております。

(連結子会社) 
株式会社オープンスト
リーム(注)２、５

東京都 
千代田区

262
ソフトウエアの受託
開発

100.0
役員の兼任　４名
資金の借入

(連結子会社) 
株式会社チェンジビ
ジョン(注)２、４

東京都 
新宿区

151
ソフトウエアの開発
及び販売

52.8
役員の兼任　３名
資金の援助

(連結子会社) 
株式会社エフ
(注)１

さいたま市
南区

50
金融システムコンサ
ルティング及びソフ
トウエアの受託開発

50.5
　　 　(50.5)

役員の兼任　１名

(持分法適用関連会社) 
株式会社プログレス・
パートナーズ

東京都
渋谷区

125
連結会計コンサル
ティング

40.0役員の兼任　１名

(注) １ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

     ２　特定子会社であります。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。

４　株式会社チェンジビジョンは、平成21年６月１日付で、東京都渋谷区に移転しております。

５　株式会社豆蔵及び株式会社オープンストリームについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の

連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

　　株式会社豆蔵

①売上高 2,075,858千円

②経常利益 162,392千円

③当期純利益 92,363千円

④純資産額 552,855千円

⑤総資産額 781,404千円

　　株式会社オープンストリーム

①売上高 1,223,309千円

②経常利益 112,778千円

③当期純利益 72,598千円

④純資産額 415,382千円

⑤総資産額 517,627千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

区分 従業員数(名)

エンソロジー・ソリューション事業  195

　(ビジネス・ソリューション事業)  166

　(エンジニアリング・ソリューション事業) 　29

教育ソリューション事業  　8

経営コンサルティング事業 　14　 

製品開発・販売事業 　14

全社(共通) 　33

合計 　264

(注) １　従業員数は就業人員であり、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。

２　当社グループは、情報化戦略の策定支援、情報化業務の改革支援、システム受託開発及びこれらに関する各種

サービスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

13 37.5 2.3 6,864

(注) １　従業員数は就業人員であり、当社から他社への出向者を除いております。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合はありませんが、労使関係については良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな拡大傾向で幕を開けたものの、米国に端を発した金融

危機が思いもよらない速度で全世界の経済に影響を及ぼし、わが国でも下期以降、労働市場の混乱など深

刻な状況に陥りました。

　情報サービス産業におきましては、「ソフトウエア開発、プログラム作成」では、売上高が９月以降、前

年同月比割れ（平成21年１月を除く）が続いています。ただ、その中でも当社グループが属する「受注ソ

フトウエア」は、景気影響が比較的遅れやすいことから、売上高対前年同月比がマイナスとなったのは、

９月と12月の２回にとどまっております（経済産業省　特定サービス産業動態統計調査による）。しかし

ながら、日本銀行の第140回全国企業短期経済観測調査によると、ソフトウエア投資額の2009年度投資計

画は対前年度比でほとんどの企業規模、業種でマイナスという調査結果であり、今後、厳しい環境が続く

と思われます。

　このような状況の下、当社グループは、お客様企業にきめ細かなサービスを提供し品質の向上を図ると

ともに、厳しい状況の中でも売上高、利益の確保にも努めてまいりました。しかしながら、期中で待機時間

が長引いたことや要員の配置転換が適時に行えなかったことなどから平成21年２月６日付「業績予想の

修正に関するお知らせ」（以下「修正予想」という。）のとおり、業績修正をいたしましたが、その後、グ

ループ一丸となって、業績回復に努力してまいりました。

　その結果、売上高は3,789,356千円（前期比0.5％減、修正予想比1.0％増）営業利益は273,892千円（同

40.1％減、同19.1％増）、経常利益は261,011千円（同42.1％減、同37.4％増）となりました。また、特別損

失に減損損失76,110千円、貸倒引当金繰入額27,710千円などを計上した結果、当期純利益は46,070千円

（同79.1％減、同53.6％増）となりました。

当連結会計年度における各事業部門別の内訳等につきましては、「第２　事業の状況　７　財政状態及び

経営成績の分析　(3)経営成績の分析」に記載のとおりであります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて、

136,418千円減少し、当連結会計年度末においては、748,849千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（イ） 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果103,561千円（前期比369,649千円の収入減）の資金が得られました。収入の主な内訳

は、税金等調整前当期純利益148,728千円、減価償却費160,879千円などです。一方、支出の主な内訳は、法

人税等の支払額256,785千円などであります。

（ロ） 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は340,903千円（同182,325千円の支出増）です。これは、主に定期預金の

解約により、50,000千円の収入がありましたが、短期貸付けによる支出150,000千円、投資有価証券の取得

による支出110,133千円、無形固定資産の取得による支出100,457千円等があったものによります。

（ハ） 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは101,490千円（同173,552千円の収入増）の資金が得られまし

た。主な収入としては、短期借入金による収入が1,610,000千円となっています。主な支出としては、短期

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 14/110



借入金返済による支出が1,380,000千円、長期借入金返済による支出が60,000千円となっております。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注及び受注残高

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

エンソロジー・ソリューション事業 2,911,751△4.5 555,254△15.6

　（ビジネス・ソリューション事業） 2,230,036△12.1 454,939 △4.8

　（エンジニアリング・ソリューション事業） 681,714 33.1 100,315△44.2

教育ソリューション事業 234,260△10.9 106,965△15.5

経営コンサルティング事業 274,772△28.4 9,205 △83.5

製品開発・販売事業 201,678 10.2 1,707 ―

合計 3,622,463△6.6 673,133△19.9

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別 販売高(千円) 前期比(％)

エンソロジー・ソリューション事業 3,014,099 2.1

　（ビジネス・ソリューション事業） 2,252,842 △10.7

　（エンジニアリング・ソリューション事業） 761,257 76.4

教育ソリューション事業 253,818 1.0

経営コンサルティング事業 321,467 △23.3

製品開発・販売事業 199,970 7.8

合計 3,789,356 △0.5

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

楽天株式会社 592,728 15.6 ― ―

オリンパス株式会社 ― ― 404,669 10.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 既存ビジネスの拡大、強化

グループ各社ともに、それぞれのコアビジネスにおいてまだ発展途上で、成長の余地を残しておりま

す。一方、当社グループが置かれている業界が、日進月歩であることから新しい技術を吸収し既存事業に

反映していくことも重要です。当期までにも、この課題に取り組み各社とも成長しておりますが、今後と

も、現在のそれぞれの事業分野における強みを活かしたうえで、新たな技術を貪欲に取り入れ、各社単体

としてもさらに競争力を高めてまいります。 

(2) グループとしての整合性確保から要員連携へ

グループ各社の事業領域の整合性確保について、グループ内での情報を活発にやり取りし、グループと

しての整合性を図ってまいりました。今後も、ワンストップでお客様のニーズに応えられる体制構築を強

化し、グループ会社間の体制を吟味してまいります。また、技術補完として要員の相互利用などを視野に

入れたグループ会社間の体制を構築してまいります。 

(3) 組織設計による営業力連携の強化

グループ各社の営業力を高めるため、営業上の連携をさらに強化する必要があります。グループ全体と

しての営業強化を図るためグループ間の組織運営を簡素化してまいります。特に、連携したビジネスを推

進する中で、シナジー効果が高いビジネス領域を探り、新たな事業としての確立を図ってまいります。 

(4) 景気動向に影響されない高付加価値分野へのシフト

グループ各社とも技術をベースとしながらも、より付加価値が高いサービスを提供する方向を志向し

ております。具体的には、IT投資を行うユーザ企業を直接のターゲット顧客とし、お客様のビジネスニー

ズに直接貢献する部分でのIT化を担うことによって、高い利益率のサービスにシフトしてまいります。近

時、経済不況に直面し、業界全体として売上単価の低下に直面しています。しかし、前述のような付加価値

の高い分野へのシフトにより、景気動向に左右されにくい体質へ変革してまいります。 

(5) 戦略的投資

グループとしての資本力を活かすため、中長期戦略に従った戦略投資を各社で散発的に行うのではな

く、グループとして集中的に行います。特に技術力による差別化を重視し、特長を活かす研究開発投資を

推進します。技術力蓄積やノウハウ共有を進め、差別化を図ります。またグループに加えるべき新たな事

業や技術については、M&Aも含め、積極的に検討してまいります。 

(6) グループとしての効率化、全体最適化

IT関連企業群であることから、会社間で類似の業務が多く、各所で共通化が可能です。このような業務

の統合を行い、作業を効率化し、経費の削減を図ってまいりました。当期は、管理系組織の運営上の点検を

行い、標準化してまいりました。今後は、グループ内の情報システムなどの資産を最適化することなどが

課題となり、経営のスピード向上、合理化を進めてまいります。

(7) 内部統制、業務管理体制の強化

今期より、いわゆるJ-SOX法が施行され、内部統制の適切な運用を行ってまいりました。今後は、内部統

制の適時見直しを行ってまいります。また、業務管理の強化を図り、品質管理、業務運営管理をより一層緻

密化する努力を行ってまいります。さらに、株主の方々の信頼にお応えする透明性の高い経営、お客様企

業に信頼される業務運営を履行してまいります。 

　

４ 【事業等のリスク】

以下には、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要と

考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社

グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の回避および発生した場合の対応に
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努める方針ですが、本株式に関する投資判断は、以下の記載および本項以外の記載を、慎重に検討した上

で行われる必要があると考えられます。 

　また、以下の記載は、本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点

ご留意ください。 

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 連結体制について 

　当社グループは、連結体制となって、３年が経過しますが、グループがより整合性を高めて、高度のシナ

ジー効果を生み出すよう、より良い経営体制を模索中です。グループ内のコミュニケーションは活発化し

ておりますが、リソースの有効利用、案件の相互乗り入れ等、より強固な体制を築く所存であります。 

(2) 事業環境について 

　情報化投資は、情報システムの大型化・複雑化を背景として需要サイド、供給サイドとも品質・コスト

・工期に関して以下のような多くの問題が生じており、根本的な改善が求められている状況にあるもの

と考えております。 

　① 情報システムの需要サイドにおける問題 

　ITの高度利用により業務効率化や事業再構築を図ることで競争力を高めるために、企業は膨大な情報化

投資を行っています。しかしながら、多くの企業では、情報化戦略の策定についての標準的な方法が確立

されておらず、工学的な検討や論理的なプロセスを経ずに情報化投資の計画が企画・立案され、投資効果

の検証が曖昧なままにシステム開発が行われているのが現状であると認識しています。 

　グループ統合など情報化の対象が大規模化、複雑化するにつれて、従来のような場当たり的なやり方が

影響し、情報化投資効率（ROI）が低下するだけでなく、結果的に次のような問題が生じていると考えら

れます。 

  i. 情報化戦略の策定やシステム開発に時間がかかり、事業展開のタイミングを逸する。 

 ii. 情報化の対象や要求定義が確定しないままにシステム開発が行われ、大幅な設計変更や予想

     外の工数増加を招く。 

iii. 全体の構造や流れが分析されておらず、全体最適化に寄与しなくなる。 

 iv. ソフトウエア構造の複雑化により拡張性・再利用性・保守性が低下し、市場の変化に即応し

     たシステムの変更や機能向上に柔軟に対応できなくなる。 

  v. 品質、機能が確保できず、顧客サービスに支障をきたしたり、不具合の発生により社会的信

　　 用を失う。 

 vi. 情報化の投資効果が十分に検証されておらず、合理的な経営判断が行えない。 

　② 情報システムの供給サイドにおける問題 

　情報システムの供給サイドでは、大規模かつ複雑なシステムを限られた期間と予算内で開発する責務を

果たすため、工業生産のような体系だった生産方式や論理的なプロセスを導入する必要性が高まってお

ります。しかしながら、システムの開発業務は、工業生産に比べて効率化・標準化が大きく遅れており、い

まだに技術者の個人的なノウハウに依存した手工業的な手法で行われていると認識しております。この

ため、次のような問題が生じていると考えられます。 

  i. 需要サイドに対して有益なソリューションを提供することができない。 

 ii. ソリューションの提供ではなく、技術者の工数（人月単価）が競争の源泉になり、インドや

     中国などオフショアに開発業務の主体が移り、国内が空洞化する。 
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iii. 技術者のスキルが高まっても、その実践的ノウハウを集約化・共有化することができない。 

 iv. 情報化の対象や要求定義について認識ギャップが生じ易く、ムダなコスト（工数）や時間が

     費やされる。 

  v. コスト（工数）の適切な見積もりが困難である。 

 vi. 労働集約的な業務が主体となり、技術者の過剰労働、疲弊、士気低下など労働環境が悪化す

     る。 

　当社グループでは、需要サイドも供給サイドも顧客となりえます。当社グループの技術基盤を用いれば、

上記の問題点を発生させず、全体最適化や拡張性・再利用性・保守性など総合的にみて情報化投資効率

（ROI）の向上を図ることができます。 

　要求開発からシステム開発まで情報化業務の改革を支援する事業領域に関して、当社グループは、専門

のコンサルタントを集中的に採用し、実績を積み重ねた結果として、上記問題に対しても需要サイド、供

給サイド双方のお客様企業にご満足いただけるものと確信しております。しかしながら、高度な技術を要

することから、ひとたび判断を誤れば上記の問題点が顕在化し、あるいは、システムの問題点を的確に指

摘しきれず、コンサルティングの失敗につながることも考えられます。その場合、信頼を失い、当該顧客企

業のみならず、他の顧客も失うことにつながり、売上の低下を招くことが考えられます。 

(3) 今後の事業展開について 

  ① ビジネス・ソリューション事業 

　当社グループは、工学技術を用いたシステムの開発技術体系をコア・コンピタンスとして事業拡大を

図っておりますが、案件の大型化や複雑さが進み、コンサルタントとしての提案内容が高度化し、ますま

すスキルの高い人材が求められています。一方で、人材確保はより困難になってきております。このため、

今後工学技術を高度に習熟した技術者を多数確保できない場合には、事業拡大が制約されるリスクがあ

ります。 

　また、昨今の経済状況を考えると、一般事業法人のIT投資意欲が停滞期に入りつつあり、案件数の減少、

売上単価の減額などが予想され、当社グループの売上高に影響を与えることが考えられます。 

  ② エンジニアリング・ソリューション事業 

　新製品開発競争が激しい携帯電話やデジタル家電など電子機器市場では、組込みソフトウエアの優劣が

大きな比重を占めるようになっており、メーカーにとって開発費の抑制、開発期間の短縮、拡張性・再利

用性・保守性の向上が大きな課題となっております。当該分野は、電子機器毎に高い専門性と先端技術が

要求されることから参入障壁が高く、すでに専門の技術者を集め、専門集団として認識されている当社グ

ループには、優位性があると考えておりますが、万一今後の技術者の確保及び育成が当社グループの計画

通りに進行しない場合には、当社グループの事業拡大が制約される可能性があります。 

　また、一部の産業、一部のメーカーにおきましては、製品生産の縮小などの動きが見られます。当社グ

ループのエンジニアリング・ソリューション事業では、主としてメーカー企業をお客様としております

が、基礎研究の分野やコスト削減、品質向上の分野でお客様企業のご支持を得ていることから、お客様企

業の生産縮小の影響は軽微であると考えております。しかしながら、今後の経済の展開によっては、大き

く影響を受けることが考えられます。 

  ③ 経営コンサルティング事業 

　大手企業の内部統制システム構築支援サービスを展開し、お客様企業より高い評価を受けてまいりまし

たが、内部統制事業は一段落を迎えつつあります。その点、従来より培ってまいりましたIT技術力に加え、

内部統制コンサルティングのノウハウを総合して、IT企業向け業務改善コンサルティングなどへの事業

内容転換を図っております。今後の転換の進捗によっては、売上高に影響を与えることが考えられます。 
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(4) 事業体制について 

  技術者や外注先の確保及び育成 

　当社グループでは、オブジェクト指向技術など工学技術（ソフトウエア工学、情報工学、経営工学）を実

践的に適用できる技術者や外注先の採用、確保及び育成に努めておりますが、現時点においては当社グ

ループが期待するスキルを持つ技術者や外注先は限られている状況にあります。そこで、当社グループ

は、コンサルティング能力のある上級技術者の採用、育成が事業拡大にとって特に重要な経営課題である

と認識しており、これらを実現するための取り組みを継続しております。 

　具体的には、第一に、高度なソフトウエア工学を実践する先駆企業としてのブランド力をさらに高めて

まいります。それには、以前にもましてお客様へ高品質なサービスを提供し、同時に、当社グループ技術者

のスキルアップにより、優秀な外部技術者が当社グループの門をたたくという循環を確固たるものにし

てまいります。

　第二に、一般的に独立意識が高いトップレベルの外部のコンサルタントとも交流を図り、刺激し合って、

希少価値ある人材が集う組織に構成していく努力を続けてまいります。 

　第三に、さらに短期間でトップコンサルタントにスキルアップできる環境を継続して整備してまいりま

す。 

　しかしながら、今後、当社グループの取り組みにもかかわらず、当社グループに対する技術者の評価が期

待するほど高まらずに、当社グループが必要とする技術者や外注先の採用、育成及び確保が計画通りに進

行しない場合には、受注機会の減少や当社グループの技術水準そのものの低下等により当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

(5) 知的所有権について 

　エンソロジー（enThology）は、ソフトウエア開発技術の実践的ノウハウを集積・体系化した当社グ

ループ固有の知的財産（ソフトウエア及びドキュメント）と認識しており、実際のソフトウエア開発に

適用するなかで常にフィードバックを加えながら有用性を高めるよう高度化・洗練化し、改良及びバー

ジョンアップを進めております。今後、エンソロジーの完成度をさらに高めてまいりますが、第三者が類

似のノウハウ等を取得した場合、当社グループの事業が制約される可能性があります。 

(6) 業績変動要因について 

  ① 受託開発案件の工数増加及び納期遅延 

　受託開発案件については、プロジェクト毎の採算管理を徹底するとともに、早期にリスク対応を図る社

内体制も整備しております。 

　しかしながら、このような当社グループの努力にもかかわらず、当社グループの想定を超える工数増加

や納期遅延等が発生した場合、プロジェクト収支が悪化し、または赤字となり当社グループの利益計画に

影響が生じる可能性があります。 

  ② 開発費及び人件費負担の増加 

　当社グループでは、サービスの高度化・洗練化、資産化・メニュー化、また技術者や営業要員の増員など

が必要と考えており、積極的に取り組んでおります。したがって、これらの開発費、人材獲得のための費用

及び人件費負担が今後の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

  ③ 製品販売 

　当社グループでは、製品販売を行っておりますが、市場動向によっては、計画通りに販売できず利益計画

に影響を及ぼす可能性があります。 
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(7) その他 

  ① ストックオプションの行使による株式価値の希薄化 

　当社グループは、取締役、監査役及び従業員に対して、当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高

め、優秀な人材を確保し、長期的貢献を促進し、より一層株主の利益を重視した業務展開を図ることを目

的とし、ストックオプションとして新株予約権を発行しております。 

　そのため、権利行使により発行される新株は、将来的に当社の株式価値の希薄化や株式売買の需給への

影響をもたらし、当社の株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

  ② 無形固定資産（ソフトウエア）の償却について 

　市場販売目的のソフトウエアの減価償却については、見込有効期間における、見込販売収益に基づく方

法を採用しております。見込販売収益は実現可能性のある販売計画に基づき作成しておりますが、販売収

益が当初の計画を下回った場合には減損損失が発生する可能性があります。 

  ③ のれんの償却について 

　当社グループは、適用した償却期間に渡ってのれんの効果が発現すると考えておりますが、子会社の業

績悪化など、その効果が取得時の計画を下回った場合には、臨時の損失が発生する可能性があります。 

　④ 有価証券の減損 

　当社グループは、持合い等の目的で、投資有価証券を保有しています。近時の経済環境、証券市場は、ます

ます不透明な状況となっていることから、当該会社の業績悪化や市況の不調の危険性が増大しており、当

該株式の急激な下落が考えられ、ひいては当該株式の減損の危険性が増しております。また、当社が保有

する関係会社株式は、当社子会社、関連会社の業績次第では減損の可能性があり、近時の経済環境の悪化

の影響を受け、その危険性が増しております。 

  ⑤ 貸倒損失について 

　与信は十分慎重に検討してまいりますが、近時の経済状況においては、不測の事態から倒産に追込まれ

ることも少なくなく、貸倒損失が発生する可能性が高まっています。 

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態に関する分析

① 資産、負債、及び純資産の状況

（イ） 資産 

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて、4.8％減少し、1,697,542千円となりました。これは、主として

「現金及び預金」が186,418千円減少したものの「その他」に含まれている短期貸付金が100,000千円増

加したことなどによります。（なお、「現金及び預金」の詳しい内容につきましては、「第５　経理の状況

　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　④連結キャッシュ・フロー計算書」をご参照下さい。） 

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、0.1％減少し、1,649,585千円となりました。これは、主として

「投資有価証券」が86,748千円増加したものの「ソフトウエア」が76,388千円減少したことなどにより

ます。 

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、2.6％減少し、3,347,127千円となりました。 
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（ロ） 負債 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、5.6％増加し、718,645千円となりました。これは、主として「短

期借入金」が230,000千円増加したものの、「未払法人税等」が、99,116千円減少したことなどによりま

す。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて40.0％減少し、90,032千円となりました。これは、主として「長

期借入金」が60,000千円減少したことによります。 

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、2.6％減少し、808,678千円となりました。

（ハ） 純資産 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、2.5％減少し、2,538,449千円となりました。これは、「少数株

主持分」が42,199千円減少したことなどによります。 

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて、

136,418千円減少し、当連結会計年度末においては、748,849千円となりました。

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は「第２　事業の状況　１　業

績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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(3) 経営成績の分析

① 売上高

事業部門別の内訳につきましては、次のとおりであります。

　

事業部門別
前連結会計年度 当連結会計年度

売上高(千円)構成比(％)売上高(千円)構成比(％)前期比(％)

エンソロジー・ソリューション事業 2,953,07977.53,014,09979.5 2.1

　（ビジネス・ソリューション事業） 2,521,54966.22,252,84259.4 △10.7

　（エンジニアリング・ソリューション事業） 431,52911.3 761,25720.1 76.4

教育ソリューション事業 251,245 6.6 253,818 6.7 1.0

経営コンサルティング事業 419,02411.0 321,467 8.5 △23.3

製品開発・販売事業 185,438 4.9 199,970 5.3 7.8

合　　計 3,808,788100.03,789,356100.0 △0.5

　

〈ビジネス・ソリューション事業〉

　ビジネス・ソリューション事業では、開発分野は堅調であったものの、コンサルティング分野では単価調整

の影響などを受け低調な結果となりました。コンサルティング分野では、提案活動の長期化により待機時間が

長引く結果となりました。コンサルティング分野のテコ入れとして、第３四半期には、情報技術開発株式会社

との協業を開始し、共同提案案件が始まりました。さらに、第４四半期において、SAPジャパン株式会社とSOA分

野での協業を開始し、今後の売上拡大に向けSOA市場の拡大に注力してまいりました。

　その結果、売上高は、2,252,842千円（前期比10.7％減）となりました。

 

〈エンジニアリング・ソリューション事業〉

　エンジニアリング・ソリューション事業では、特に精密機械製造業関連の基礎研究、次世代製品基礎研究分

野の大型案件が通年で寄与し好調でした。自動車関連の基礎研究、次世代製品基礎研究分野も堅調でした。一

方で、品質改善コンサルティングは、お客様から高評価を得て大きな柱となりつつあります。また、リピートの

お客様から組み込みソフトの開発力強化及び品質向上の実践力を高く評価していただき、顧客数、プロジェク

ト数とも順調に増えております。

　その結果、売上高は、761,257千円（前期比76.4％増）となりました。

 

〈教育ソリューション事業〉

　教育ソリューション事業では、新人教育が好評で、好調であった前連結会計年度と同水準以上の売上げとな

りました。定例トレーニングが伸び悩んでいる面もあることから、コースウエアの見直しを含め今後の投資を

行ってまいりました。

　その結果、売上高は、253,818千円（前期比1.0％増）となりました。

 

〈経営コンサルティング事業〉

　経営コンサルティング事業では、内部統制のコンサルティングの評価フェーズコンサルティング、IT企業向

けの業務改善コンサルティングなどに注力してまいりました。

　その結果、売上高は、321,467千円（前期比23.3％減）となりました。

 

〈製品開発・販売事業〉

　製品開発・販売事業では、JUDE/Bizがひと段落したものの、主力製品であるJUDE/Proは堅調に推移しており
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ます。また、JUDE/Proを利用した自動車産業向けソフトプラットフォームの標準化団体に係る売上が好調でし

た。一方で、TRICHORDは販売が不振であるため、当連結会計年度において減損処理を行い特別損失として

74,969千円を計上いたしました。

　その結果、売上高は、199,970千円（前期比7.8％増）となりました。

　

② 売上総利益

売上総利益は1,192,422千円、売上総利益率は31.5％となりました。

　

③ 営業利益

販売費及び一般管理費として918,530千円を計上し、営業利益は273,892千円、営業利益率は7.2％とな

りました。

　

④ 経常利益

当連結会計年度における経常利益は261,011千円となりました。営業外収益に受取利息4,269千円、受取

配当金2,280千円を計上する一方、営業外費用として持分法による投資損失14,378千円、支払利息7,726千

円を計上したことが主な要因です。

　

⑤ 当期純利益

当連結会計年度における当期純利益は46,070千円となりました。特別損失として、減損損失76,110千

円、貸倒引当金繰入額27,710千円を計上しています。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度における設備投資の総額は168,825千円となりました。その主なものは市

場販売目的のソフトウエア完成によるものが46,780千円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループは、情報化戦略の策定支援、情報化業務の改革支援、システム受託開発、及びこれらに関する

各種サービスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具及
び備品

ソフト
ウエア

合計

本社
(東京都新宿区)

全社共通
統括業務施設
情報処理設備

20,509
[33,143]

30,57415,17966,263 13

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

３　上記中［外書］は、当連結会計年度における事務所の賃借料であります。

４　現在休止中の設備はありません。

　

(2) 国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

その他 合計

株式会社豆蔵
本社
(東京都新宿区)

ソフトウエア
―

[87,133]
― 126,887― 126,887119

株式会社オー
プンストリー
ム

本社
(東京都千代田
区)

ソフトウエア
統括業務施設
情報処理設備

11,936
[37,185]

9,72619,41093942,012 101

株式会社チェ
ンジビジョン

本社
(東京都新宿区)

ソフトウエア
情報処理設備

―
[7,366]

775144,825― 145,600 17

株式会社エフ
本社
(さいたま市南
区)

情報処理設備
―

[1,982]
730 46 ― 776 14

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。 

２　建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

３　ソフトウエアの帳簿価額にはソフトウエア仮勘定が含まれております。

４　上記中［外書］は、当連結会計年度における事務所の賃借料であります。

５　現在休止中の設備はありません。

６　株式会社チェンジビジョンは、平成21年６月１日付で、東京都渋谷区に移転しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 112,000

計 112,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,920 30,920
東京証券取引所
マザーズ市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
また、単元株制度は、採用して
おりません。

計 30,920 30,920 ― ―

 (注) 提出日現在の発行数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づく、当社の取締役、監査役及び

従業員に対する新株予約権等の状況は次のとおりであります。

(ⅰ)　平成15年12月22日定時株主総会の特別決議(平成16年４月１日取締役会の決議)

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 　 305(注)５ 　 297(注)５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　 1,220(注)２、５、６ 　　 1,188(注)２、５、６

新株予約権の行使時の払込金額(円) 125,000(注)３、６ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成24年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　　125,000
資本組入額　 62,500

(注)６ 同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(注)　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。ま

た、単元株制度は、採用しておりません。

    　２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

３　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に

応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使

による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げるものとします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の何れかの地位を

保有しているものとします。

ただし、当社の従業員の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結する契

約に定めるところによるものとします。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

６　平成17年11月29日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日付をもって普通株式１株を４株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(ⅱ)　平成17年12月22日定時株主総会の特別決議(平成18年４月28日取締役会の決議)

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 　 369(注)２、６ 　 367(注)２、６

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　 1,476(注)３、６ 　　 1,468(注)３、６

新株予約権の行使時の払込金額(円) 254,100(注)４ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日から
平成26年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　 　254,100 
資本組入額　 127,050

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。ま

た、単元株制度は、採用しておりません。

　　 ２　新株予約権１個につき目的となる株式数は、４株であります。

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

４　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使に

よる場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。
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５　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の何れかの地位を

保有しているものとします。

ただし、当社の従業員の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、取締役会決議により決定します。

６　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　

②　会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条の規定に基づく、

　当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対する新株予約権等の状況は次のとおりで

　あります。

(ⅰ)　平成19年６月27日定時株主総会の特別決議(平成20年６月19日取締役会の決議)

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 　385 (注)５ 　385 (注)５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　385 (注)２、５ 　　385 (注)２、５

新株予約権の行使時の払込金額(円) 84,389(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日から
平成28年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　 　84,389 
資本組入額　 42,195

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。ま

た、単元株制度は、採用しておりません。

　　 ２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。
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３　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使に

よる場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役または使用人の

何れかの地位を保有しているものとします。

ただし、当社の使用人の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、取締役会決議により決定します。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年11月８日
(注)１

1,400 7,000 172,550772,550 257,110657,110

平成18年２月20日
(注)２

21,000 28,000 ― 772,550 ― 657,110

平成18年４月１日
～
平成19年３月31日

2,520(注)３
30,896

―
796,050

498,960(注)３
1,179,570

376(注)４ 23,500 23,500(注)４

平成19年４月１日
～
平成20年３月31日
(注)４

24 30,920 1,500 797,550 1,5001,181,070

(注)１　有償・第三者割当（ブックビルディング方式）

発行価格330,000円　引受価額306,900円　発行価額246,500円　資本組入額123,250円

２　平成18年２月20日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。

３　株式会社オープンストリームとの株式交換(平成18年９月１日、交換比率１：1.4)によるものであります。

４　新株予約権(ストックオプション)の権利行使による増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

　平成21年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株式
の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ３ 13 26 ９ １ 3,2543,306 ―

所有株式数
(株)

― 447 919 7,726 902 １ 20,92530,920 ―

所有株式数
の割合(％)

― 1.45 2.97 24.99 2.92 0.00 67.67100.00 ―

(注)　自己株式487株は、「個人その他」の欄に含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

情報技術開発株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 3,334 10.78

住商情報システム株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,024 6.55

株式会社ワイ・ディ・シー 東京都府中市府中町一丁目９番 500 1.62

豆蔵ＯＳグループ従業員持株会
理事長　山田　雅彦

東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 430 1.39

ウルシステムズ株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番10号 428 1.38

荻原　紀男 川崎市麻生区 416 1.35

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目25番18号 415 1.34

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋二丁目14番１号 400 1.29

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 350 1.13

坪田　研也 福井県坂井市 327 1.06

計 ― 8,624 27.89

(注)　１．上記のほか、当社が保有している自己株式487株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合：1.58％）があ

ります。

２．前事業年度末では主要株主でなかった情報技術開発株式会社は、当事業年度末現在では主要株主となってお

ります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式　　 487

―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式
また、単元株制度は、採用しておりま
せん。

完全議決権株式(その他)  普通株式　30,433 30,433 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 30,920 ― ―

総株主の議決権 ― 30,433 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社豆蔵ＯＳホールディングス

東京都新宿区西新宿二
丁目１番１号

487 　― 487 1.58

計 ― 487 ― 487 1.58
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方

法、並びに会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条に基づき新株予約権を

発行する方法によるものであります。当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　

①平成15年12月22日株主総会決議

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、ストックオプションとして当社の取締役、監査役

及び従業員に対し、新株予約権を発行することを平成15年12月22日の定時株主総会において決議された

ものであります。

決議年月日 平成15年12月22日

付与対象者の区分及び人数

 

取締役　５名

監査役　１名

従業員　86名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

(注)　付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による権利の失効及び新株予約権の権利行使に伴う新株発行によ

り本報告書提出日の前月末現在、当社及び当社子会社の取締役４名、従業員27名及びその他２名、297個(1,188株)と

なっております。

　

②平成17年12月22日株主総会決議

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、ストックオプションとして当社の取締役、監査役

及び従業員に対し、新株予約権を発行することを平成17年12月22日の定時株主総会において決議された

ものであります。

決議年月日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及び人数

取締役　５名

監査役　１名

従業員　68名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

(注)　付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による新株予約権の失効により本報告書提出日の前月末現在、当社

及び当社子会社の取締役４名、監査役１名及び従業員46名、367個(1,468株)となっております。
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③平成19年６月27日株主総会決議

　会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストックオプ

ションとして当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対し、新株予約権を発行することを平成

19年６月27日開催の定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年６月27日

付与対象者の区分及び人数

当社及び当社完全子会社の取締役　８名

当社監査役　３名

当社及び当社完全子会社の従業員　９名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

─

(注)　付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による新株予約権の失効により本報告書提出日の前月末現在、当社

及び当社子会社の取締役８名、監査役３名及び使用人８名、385個(385株)となっております。
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④平成20年６月24日株主総会決議

　会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストックオプションとして当

社取締役に対し、新株予約権を発行することを平成20年６月24日開催の定時株主総会において決議され

たものであります。

決議年月日 平成20年６月24日

付与対象者の区分及び人数 取締役　４名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

400株
　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目
的である株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、本
新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的ある
株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端株につ
いては、これを切り捨てるものとします。
　調整後株式株＝調整前株式数×分割・併合の比率
　また、上記のほか、目的ある株式の数の調整を必要とするやむを得な
い事由が生じた場合には、合理的な範囲で目的である株式の数を調整
するものとします。

新株予約権の行使時の払込金額 50,000円

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日～平成29年６月30日

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社

子会社の取締役、使用人の何れかの地位を保有しているものとします。

　ただし、当社及び当社子会社の使用人の定年、または会社都合による

退職など正当な理由がある場合、当社及び当社子会社の取締役が退任

する場合等、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ないものとします。

　その他権利行使に関する条件については、取締役会決議により決定す

るものといたします。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

─

(注)　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使による

場合を除く）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株

式数を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。

　さらに、上記の他、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、合理的な範囲で目的である株

式の数を調整するものとします。

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 35/110



⑤平成20年６月24日株主総会決議

　会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストックオプションとして当社使用人及び当社子会

社の取締役、使用人に対し、新株予約権を発行することを平成20年６月24日開催の定時株主総会において

決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社完全子会社の取締役　４名

当社及び当社完全子会社の従業員　153名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

1,200株
　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目
的である株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、本
新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的ある
株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端株につ
いては、これを切り捨てるものとします。
　調整後株式株＝調整前株式数×分割・併合の比率
　また、上記のほか、目的ある株式の数の調整を必要とするやむを得な
い事由が生じた場合には、合理的な範囲で目的である株式の数を調整
するものとします。

新株予約権の行使時の払込金額 50,000円

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日～平成29年６月30日

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社

子会社の取締役、使用人の何れかの地位を保有しているものとします。

　ただし、当社及び当社子会社の使用人の定年、または会社都合による

退職など正当な理由がある場合、当社及び当社子会社の取締役が退任

する場合等、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ないものとします。

　その他権利行使に関する条件については、取締役会決議により決定す

るものといたします。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

─

(注)　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使による

場合を除く）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株

式数を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。

　さらに、上記の他、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、合理的な範囲で目的である株

式の数を調整するものとします。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成21年２月６日)での決議状況
(取得期間　平成21年２月16日～平成21年３月24日）

1,000 100,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 487 20,277,250

残存決議株式の総数及び価額の総額 513 79,722,750

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 51.3 79.7

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 51.3 79.7

(注)　当社の置かれている経営環境の変化等を総合的に勘案し、平成21年３月９日開催の取締役会において、自己株式の

取得を中止することを決議しました。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（　―　）

― ― ― ―

保有自己株式数 487 ― 487 ―
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３ 【配当政策】

当社は、企業体質の強化と積極的な事業展開に備える内部留保の充実を勘案しながら、安定的に株主への

利益還元を決定する方針です。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としておりますが、将来の配当政策の変更に備

え、当社定款では会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定めております。なお、

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会です。

当事業年度は、平成21年２月６日付で業績を下方に修正したものの、同５月８日付で上方に修正すること

ができました。そこで、当期の配当は従来通りに、１株当たり期末配当金として、普通配当1,000円としまし

た（連結配当性向67.0％）。今後も積極的な事業展開を図り、株主の皆様へ利益還元ができるようグループ

一丸となって取り組んでまいります。

なお、内部留保資金につきましては、今後の事業展開へ備え、優秀なエンジニアの確保のための資金や、新

製品の開発、新たな事業の開拓等に利用してまいります。
　
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年６月18日
定時株主総会決議

30,433 1,000

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） ― 802,000
729,000
□481,000

289,000155,000 88,200

最低（円） ― 467,000
573,000
□179,000

127,000 67,000 30,700

(注)１　当社株式は、平成16年11月９日から東京証券取引所マザーズ市場に上場しております。それ以前については該

当事項はありません。

２　株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

３　□印は株式分割による権利落後の株価であります。

４　第７期は決算期変更により平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６ヶ月間となっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 46,400 51,500 50,500 44,600 48,100 43,900

最低（円） 30,700 45,000 37,850 37,600 37,650 37,600

(注)　株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表取締役
社長

― 荻　原　紀　男 昭和33年１月７日生

昭和58年10月 アーサーヤング公認会計士共同事務所

入所

(注)２ 416

昭和63年８月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）に

転籍

平成８年２月 荻原公認会計士税理士事務所開業

平成12年１月 当社取締役就任

平成13年８月 当社取締役副社長COO就任

平成14年４月 株式会社ドクターシーラボ取締役就任

平成15年２月 当社代表取締役社長就任(現任) 

平成15年３月 税理士法人プログレス開業代表社員就

任(現任) 

平成16年４月 株式会社ドクターシーラボ監査役就任

(現任)

平成17年９月 UFDホールディングス株式会社(現株式

会社ジークホールディングス）監査役

就任

平成18年２月 株式会社チェンジビジョン取締役就任

(現任)

平成18年４月 株式会社オープンストリーム取締役就

任(現任)

平成18年10月 株式会社豆蔵代表取締役社長就任

平成19年３月

 

株式会社プログレス・パートナーズ代

表取締役社長就任

平成19年12月

 

株式会社ジークホールディングス取締

役就任

平成20年８月

 

株式会社プログレス・パートナーズ取

締役(現任)

平成21年１月 株式会社豆蔵代表取締役会長就任

平成21年４月 株式会社豆蔵代表取締役社長就任(現

任)

取締役
グループ経営
企画部長

熊　谷　恒　治 昭和40年７月15日生

昭和62年４月 日本システムランド株式会社入社

(注)２ ―

平成４年４月 株式会社ネットサーブ(現株式会社

ネットワールド)入社

平成８年11月 マイクロソフト株式会社入社

平成15年７月 当社入社

平成17年12月 当社取締役就任経営戦略室長兼BS事業

部教育チームアドバイザー

平成18年２月 株式会社チェンジビジョン取締役就任

(現任)

平成18年10月 株式会社豆蔵取締役就任

平成21年４月 当社取締役グループ経営企画部長就任

（現任）

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 39/110



　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

取締役 ― 佐　藤　浩　二 昭和44年４月９日生

平成４年４月 日本ユニシス株式会社入社

(注)２ ―

平成10年３月 日本ヒューレット・パッカード株式会

社入社

平成16年８月 株式会社オープンストリーム入社

平成18年４月 同社取締役就任

平成19年７月 同社代表取締役社長就任(現任)

平成19年７月 株式会社豆蔵取締役就任

平成19年８月 株式会社エフ取締役就任(現任)

平成19年10月 当社入社執行役員

平成20年６月 当社取締役新規事業開発室長就任

平成20年10月 株式会社OSプロスタッフィング代表取

締役社長就任(現任)

平成21年４月 当社取締役グループ営業担当就任(現

任)

取締役
財務・経理　

部長
南　口　和　彦 昭和43年６月６日生

平成４年４月 京都市役所入庁

(注)２ 17

平成11年５月 朝日監査法人(現あずさ監査法人)入所

平成16年11月 当社入社財務・経理課長

平成17年12月 当社財務・経理部長

平成18年２月 株式会社チェンジビジョン監査役就任

平成19年５月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役財務・経理部長就任(現任)

監査役
(常勤)

― 立　野　満　夫 昭和23年４月８日生

昭和42年４月 石橋産業株式会社入社

(注)３ ８

平成８年４月 同社総務部長

平成12年６月 同社取締役就任

平成15年12月 当社監査役就任(現任)

平成18年10月 株式会社豆蔵監査役就任(現任)

平成20年６月 株式会社チェンジビジョン監査役就任

(現任)

監査役 ― 山　本　英　二 昭和34年10月７日生

昭和58年４月 司法試験合格

(注)３ 24

昭和61年４月 弁護士登録

昭和61年４月 関内法律事務所所属

平成12年12月 当社監査役就任(現任)

平成20年５月 山本英二法律事務所開業

監査役 ― 鈴　木　邦　男 昭和19年１月６日生

昭和42年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

(注)３ 63

平成４年１月 同社業務改革推進本部長

平成７年１月 同社CIO

平成９年４月 同社理事

平成13年１月 有限会社ケイ・エス・マネジメント代

表取締役就任(現任)

平成16年９月 株式会社オープンストリーム監査役就

任(現任)

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

計 528

（注）１　監査役立野満夫、山本英二及び鈴木邦男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部、本部の業

務執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。なお、平成20年

６月24日開催の第９回定時株主総会において、執行役員２名は取締役に就任したため、現在、該当者はおりま

せんが、適任者がいれば随時選任してまいります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は創業来、社会的責任を全うすると同時に、事業拡大に取り組みつつ、ステークホルダーと共存

できる経営体制の構築・改革に不断の努力を続けております。

具体的には、収益基盤の確立、財務体質の強化を図る一方、法令遵守精神の浸透・定着、リスク管理の

徹底、ディスクロージャーの徹底などを重要な経営課題として認識し、そうした課題の解決に必要な経

営組織や社内体制の整備充実を図っております。

　

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（充実に向けた最近１年間における実施状況を含

む。）

当社グループにおけるコーポレート・ガバナンス体制の状況は次のとおりであります。

　

　

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実強化のため、株主総会、取締役会、監査役会の機

能強化を図るとともに、タイムリーディスクロージャーにも取り組んでおります。

(ⅰ)　会社の機関の内容

当社の取締役会は、当事業年度末日現在取締役５名で構成されており、毎月１回定期的に開催す

る他、必要に応じて随時開催しており、経営全般及び業績の進捗状況の報告・協議、重要事項の決定

等を迅速に行っております。なお、当事業年度における取締役会は14回開催しております。

また、当社は監査役制度を採用しておりますが、監査役３名全員が社外監査役であり、監査役会を

構成し、取締役会への出席をはじめとして、重要な社内稟議書の閲覧等、有効な監査業務を実行して

おります。当事業年度における監査役会は12回開催しております。

(ⅱ)　内部統制システムの整備の状況

　社内規程を整備し、職務権限やその責任を明確化することにより、業務執行ラインにおける統制や

牽制機能を強化しております。また内部統制システムが有効かつ効率的に機能しているかを内部監

査室により常時モニタリングしております。

　また、グループ各社では常勤取締役及び各部長が中心となり、営業会議を毎週開催しており、各部

の状況及び具体的な案件の進捗状況の報告・協議等を行うことを通して、コーポレート・ガバナン

スの更なる充実強化に努めております。

　さらに、内部統制システムの充実をはかるため、グループ各社の委員から構成された内部統制委員

会を設置し、グループ全体での機能強化に努めております。
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(ⅲ)　リスク管理体制の整備の状況

重要な契約や適法性に関する事項、個人情報保護法の遵守などの管理は弁護士等の指導を受けな

がら、管理総括部を主管として実施しております。また、会社の基本方針を制定し、法令遵守の徹底

を推進しております。

情報の取扱いに関する事項は、代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、その委

員会のメンバーは各グループ会社の責任者及び担当者から構成され、情報管理体制に関する規程の

整備、内部体制の構築を行っております。

(ⅳ)　内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部監査室（若干名）を設置し、全部門を対象に業務監査を計画的に実施しております。

内部監査室は、監査結果に基づき、被監査部門に対して具体的な助言・勧告を行い、その後の改善状

況をフォローするとともに、これらの経緯について経営トップに報告を行っております。

また、監査役へも監査結果等を定期的に報告し、監査役監査との連携を図っております。

　監査役監査につきましては、社外監査役３名を配置して充実した透明性の高い監査体制とし、取締

役会をはじめとする社内の重要会議に出席することにより会社の経営計画、コンプライアンスやリ

スク管理全般などに関する報告を受け、公正な立場から意見陳述するとともに取締役の職務執行を

厳正に監査しております。

(ⅴ)　会計監査の状況

当社は、あずさ監査法人（旧朝日監査法人）と第１期より監査契約を締結し、当該監査法人の会

計監査を受けております。

監査法人は監査役へ、期初における監査計画の説明や、期中・期末における監査の状況及び結果

を報告するとともに意見交換などを行い、相互の連携を高めております。

当社の監査業務を執行したあずさ監査法人の公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成に

ついては、以下のとおりであります。

監査業務を執行した公認会計士の氏名

　白川　芳樹

　梅津　広

会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士２名、その他12名

　

③ 会社と会社の社外取締役及び監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役と当社との間に重要な利害関係はありません。また当社には社外取締役はおりません。

　

④ 役員報酬の内容

当事業年度における当社社内取締役及び社外監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　

役員報酬： 　

　 社内取締役に支払った報酬 75,062千円 　

　 社外監査役に支払った報酬 18,858千円 　

　 計 93,921千円 　

　上記は平成20年６月24日開催の第９回定時株主総会の翌日以降存在した社内取締役５名およ

び社外監査役３名を対象としております。

　

⑤ 責任限定契約の内容の概要

当社は、平成18年６月27日開催の定時株主総会において、社外取締役及び社外監査役の責任限定契

約を可能とする旨定款に定めております。

(ⅰ)　社外取締役との責任限定契約

　会社法第２条第15号に定める社外取締役は選任していないため、該当事項はありません。
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(ⅱ)　社外監査役との責任限定契約

　会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限定額は、法令が規定する額を限度としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の執行につい

て、善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　

⑥ 取締役の定数

当社の取締役は14名以内とする旨定款に定めています。

　

⑦ 取締役の選任および解任の決議要件

取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株式の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、累積投票によらない旨定款に定めております。

　

⑧ 自己の株式の取得の決定機関

会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって、自己の株式

の取得をすることができる旨定款に定めています。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とす

ることにより、機動的な資本政策を行うことを目的とするものです。

　

⑨ 中間配当の決定機関

会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(中間配当金)について、株主総会の決議によらず取締

役会の決議により配当することができる旨定款に定めています。これは、中間配当の決定機関を取締

役会とすることにより、当社を取り巻く事業環境や業績に応じて、株主への機動的な利益還元を行う

ことを目的とするものです。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款

に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものです。

　

⑪ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決

議をもって、取締役(取締役であった者を含む)及び監査役(監査役であった者を含む)の当社に対する

損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役

及び監査役が期待された役割を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを

目的としております。 
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 ― ― 30,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 30,000 ―

(注)　前連結会計年度の監査報酬の内容は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬26,000千円であり

ます。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 45/110



１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 985,267

※2
 798,849

売掛金 648,300 670,410

たな卸資産 28,179 －

仕掛品 － 27,079

繰延税金資産 35,666 21,382

その他 87,561 181,980

貸倒引当金 △2,047 △2,159

流動資産合計 1,782,927 1,697,542

固定資産

有形固定資産

建物 54,055 61,635

減価償却累計額 △22,910 △29,189

建物（純額） 31,144 32,446

工具、器具及び備品 151,882 159,024

減価償却累計額 △93,871 △117,137

工具、器具及び備品（純額） 58,010 41,887

建設仮勘定 5,880 －

有形固定資産合計 95,035 74,333

無形固定資産

ソフトウエア 293,822 217,434

ソフトウエア仮勘定 55,334 84,969

のれん 739,907 696,545

その他 1,029 939

無形固定資産合計 1,090,094 999,888

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 285,780

※1
 372,528

差入保証金 138,290 138,290

保険積立金 6,969 16,092

その他 35,738 78,551

貸倒引当金 － △30,097

投資その他の資産合計 466,778 575,364

固定資産合計 1,651,907 1,649,585

資産合計 3,434,835 3,347,127
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 92,885 39,670

短期借入金 ※2
 240,000

※2
 470,000

未払法人税等 138,140 39,023

賞与引当金 21,663 26,579

その他 187,832 143,372

流動負債合計 680,521 718,645

固定負債

長期借入金 ※2
 150,000

※2
 90,000

その他 19 32

固定負債合計 150,019 90,032

負債合計 830,541 808,678

純資産の部

株主資本

資本金 797,550 797,550

資本剰余金 1,181,070 1,181,070

利益剰余金 464,147 460,745

自己株式 － △20,277

株主資本合計 2,442,767 2,419,088

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,063 △7,404

評価・換算差額等合計 △2,063 △7,404

新株予約権 － 5,374

少数株主持分 163,590 121,391

純資産合計 2,604,294 2,538,449

負債純資産合計 3,434,835 3,347,127
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

売上高 3,808,788 3,789,356

売上原価 2,486,951 2,596,934

売上総利益 1,321,837 1,192,422

販売費及び一般管理費 ※1
 864,526

※1
 918,530

営業利益 457,311 273,892

営業外収益

受取利息 1,414 4,269

受取配当金 2,552 2,280

持分法による投資利益 3,496 －

還付加算金 － 1,356

保険解約返戻金 － 1,630

その他 580 886

営業外収益合計 8,043 10,422

営業外費用

支払利息 8,657 7,726

株式交付費 211 69

保険解約損 3,646 －

為替差損 1,772 633

持分法による投資損失 － 14,378

その他 27 494

営業外費用合計 14,314 23,302

経常利益 451,039 261,011

特別利益

事業譲渡益 ※2
 10,723 －

貸倒引当金戻入額 512 －

特別利益合計 11,235 －

特別損失

減損損失 － ※4
 76,110

貸倒引当金繰入額 － 27,710

投資有価証券評価損 19,292 －

役員退職慰労金 12,000 －

その他 ※3
 2,810

※3
 8,462

特別損失合計 34,102 112,283

税金等調整前当期純利益 428,172 148,728

法人税、住民税及び事業税 225,943 148,687

過年度法人税等 3,355 －

法人税等調整額 △16,027 △3,829

法人税等合計 213,271 144,857

少数株主損失（△） △5,345 △42,199

当期純利益 220,247 46,070
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 796,050 797,550

当期変動額

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 797,550 797,550

資本剰余金

前期末残高 1,179,570 1,181,070

当期変動額

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 1,181,070 1,181,070

利益剰余金

前期末残高 259,347 464,147

当期変動額

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 220,247 46,070

当期変動額合計 204,799 △3,401

当期末残高 464,147 460,745

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 － △20,277

当期変動額合計 － △20,277

当期末残高 － △20,277

株主資本合計

前期末残高 2,234,967 2,442,767

当期変動額

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 220,247 46,070

自己株式の取得 － △20,277

当期変動額合計 207,799 △23,679

当期末残高 2,442,767 2,419,088
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △631 △2,063

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,432 △5,340

当期変動額合計 △1,432 △5,340

当期末残高 △2,063 △7,404

評価・換算差額等合計

前期末残高 △631 △2,063

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,432 △5,340

当期変動額合計 △1,432 △5,340

当期末残高 △2,063 △7,404

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5,374

当期変動額合計 － 5,374

当期末残高 － 5,374

少数株主持分

前期末残高 168,936 163,590

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,345 △42,199

当期変動額合計 △5,345 △42,199

当期末残高 163,590 121,391

純資産合計

前期末残高 2,403,273 2,604,294

当期変動額

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 220,247 46,070

自己株式の取得 － △20,277

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,778 △42,165

当期変動額合計 201,020 △65,844

当期末残高 2,604,294 2,538,449
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 428,172 148,728

減価償却費 156,704 160,879

減損損失 － 76,110

のれん償却額 42,220 42,220

貸倒引当金の増減額（△は減少） △512 30,210

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,410 4,916

受取利息及び受取配当金 △3,966 △6,549

支払利息 8,657 7,726

株式交付費 211 69

持分法による投資損益（△は益） △3,496 14,378

事業譲渡損益（△は益） △10,723 －

投資有価証券評価損益（△は益） 19,292 －

役員退職慰労金 12,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 131,542 △43,110

たな卸資産の増減額（△は増加） △19,217 1,100

仕入債務の増減額（△は減少） △481 △53,215

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 7,954 △44,862

未払又は未収消費税等の増減額 △24,830 14,159

その他の資産の増減額（△は増加） 486 △7,775

その他の負債の増減額（△は減少） △25,608 7,319

その他 7,005 11,582

小計 722,002 363,888

利息及び配当金の受取額 3,945 4,249

利息の支払額 △8,574 △7,791

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △232,163 △256,785

役員退職慰労金の支払額 △12,000 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 473,210 103,561

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 50,000

有形固定資産の取得による支出 △31,215 △21,222

無形固定資産の取得による支出 △114,022 △100,457

投資有価証券の取得による支出 △40,000 △110,133

保険積立金の解約による収入 57,120 －

差入保証金の差入による支出 △21,838 －

事業譲渡による収入 ※2
 9,882 －

短期貸付けによる支出 － △150,000

その他 △18,503 △9,090

投資活動によるキャッシュ・フロー △158,578 △340,903
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 900,000 1,610,000

短期借入金の返済による支出 △900,000 △1,380,000

長期借入金の返済による支出 △60,000 △60,000

自己株式の取得による支出 － △20,482

株式の発行による支出 △257 △69

株式の発行による収入 3,000 －

配当金の支払額 △14,804 △47,956

財務活動によるキャッシュ・フロー △72,061 101,490

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,625 △567

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 240,944 △136,418

現金及び現金同等物の期首残高 644,322 885,267

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 885,267

※1
 748,849
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　４社

連結子会社の名称

　株式会社豆蔵

　株式会社オープンストリーム

　株式会社チェンジビジョン

　株式会社エフ　

①　連結子会社の数　　　４社

連結子会社の名称

　株式会社豆蔵

　株式会社オープンストリーム

　株式会社チェンジビジョン

　株式会社エフ　

②　非連結子会社名

　株式会社ＯＳプロスタッフィング

連結の範囲から除いた理由

　株式会社ＯＳプロスタッフィングは

小規模であり、総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２　持分法の適用に関する事項 　すべての関連会社に対して持分法を

適用しております。

①　持分法を適用した関連会社数　　　

　１社 

関連会社の名称

　株式会社プログレス・パートナーズ

　

　

①　持分法を適用した関連会社数　　　

　１社 

関連会社の名称

　 　　同左

　 ②　　　　　　　─ ②　持分法を適用しない非連結子会社

　及び関連会社の名称 

　株式会社ＯＳプロスタッフィング 

持分法を適用しない理由

　株式会社ＯＳプロスタッフィングは

当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

　 ③　決算日の異なる持分法適用会社の

　処理

　株式会社プログレス・パートナーズ

の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表を作成するに当たっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、持分法適用上必要な調整を行って

おります。

③　決算日の異なる持分法適用会社の

　処理 

　　　同左

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

　すべての連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。

　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項 　 　

　(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　　　同左

 

　 　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

　　　　　　　 同左

　 ②　たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法

②　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

　 　 　(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日公表分）を適

用しております。

　これによる損益に与える影響はありま

せん。　
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

 

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　３～18年

工具、器具及び備品　３～15年

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　３～18年

工具、器具及び備品　３～15年

　 　(会計方針の変更)

　法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年３月30日　法

律第６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年３月30日　

政令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。

　当該変更による営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影

響額は軽微であります。

　(追加情報)

　なお、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計年度から５

年間で均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　当該変更による営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影

響額は軽微であります。

─
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
─

　 ②　無形固定資産

　市場販売目的のソフトウエアについ

ては、見込有効期間(３年)における見

込販売数量または見込販売収益に基づ

く償却額と販売可能な残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いずれか

大きい金額を計上しております。

自社利用のソフトウエアについて

は、当社グループが見積もった利用可

能期間(３～５年)に基づく定額法を採

用しております。

②　無形固定資産

　市場販売目的のソフトウエアについ

ては、見込有効期間(３年)における見

込販売収益に基づく償却額と販売可能

な残存有効期間に基づく均等配分額を

比較し、いずれか大きい金額を計上し

ております。

自社利用のソフトウエアについて

は、当社グループが見積もった利用可

能期間(３～５年)に基づく定額法を採

用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

 

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

　　　　　　 同左

 

　 ②　賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員賞与の

支給に備えるため、支給見込額のうち、

当連結会計年度対応分の金額を計上し

ております。

②　賞与引当金

　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準

 

　外貨建金銭債権債務は、当連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。

　　　　　　 同左

 

　(5) 重要なリース取引の処理

方法

 

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―

 

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

 

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているため、特例処理を

採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左
 

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 

　（ヘッジ手段） 

　　　金利スワップ 

　（ヘッジ対象） 

　　　借入金利息 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左
 

　

③　ヘッジ方針 

　当社グループは、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップを

行っております。 

③　ヘッジ方針 

同左
 

　

④　ヘッジ有効性評価の方法 

　金利スワップの特例処理の要件を満

たしており、有効性の評価を省略して

おります。

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同左
 

　(7) その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項

①　繰延資産の処理方法

　株式交付費については、支出時に全額

費用として処理しております。

①　繰延資産の処理方法

同左

 

　 ②　消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

②　消費税等の処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

 

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６　のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

　のれんは、５～20年間の定額法により

償却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

同左
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　【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

― （リース取引に関する会計基準等）

　当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会

　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―  (連結貸借対照表)

　　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度から「仕掛品」に区

分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「仕掛品」は、28,179千円であります。

 (連結損益計算書)

　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めておりました「為替差損」（前連結会計年度26千

円）は、重要性が増したため、当連結会計年度において

区分掲記しております。

 (連結損益計算書)

　　前連結会計年度に営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「還付加算金（前連結会計年度61千

円）」は、重要性が増したため、当連結会計年度におい

て区分掲記しております。

 (連結キャッシュ・フロー計算書)

　前連結会計年度において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「差

入保証金の差入による支出」（前連結会計年度△

1,062千円）は、重要性が増したため、当連結会計年度

において区分掲記しております。

―
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　　投資有価証券（株式）　　66,339千円　

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

　　投資有価証券（株式）　61,961千円　

※２　(担保資産)

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類
期末帳簿
価額
(千円)

担保権
の種類

内容
期末残高
(千円)

預金(定
期預金)

50,000質権
短期借入金
長期借入金

240,000
150,000

※２　(担保資産)

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類
期末帳簿
価額
(千円)

担保権
の種類

内容
期末残高
(千円)

預金(定
期預金)

50,000質権
短期借入金
長期借入金

440,000
90,000

３　(当座貸越)

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当期末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 300,000千円

借入実行残高 180,000千円

差引額 120,000千円

３　(当座貸越)

　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当期末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,050,000千円

借入実行残高 380,000千円

差引額 670,000千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりで

あります。

役員報酬 148,006千円

給料手当 199,055千円

支払手数料 63,389千円

採用関連費 80,933千円

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりで

あります。

役員報酬 185,166千円

給料手当 228,919千円

支払手数料 86,292千円

採用関連費 51,745千円

※２　事業譲渡益の内容

事業譲渡益は、平成19年５月31日に連結子会社であ

る株式会社豆蔵が、連結Tax-Saver事業及び関連する財

産を株式会社プログレス・パートナーズに事業譲渡し

たことによるものです。

　（事業譲渡を行った理由）

　当社は、平成19年３月22日に株式会社オービックビジ

ネスコンサルタントと共同で会計、税務を基礎とした

経営全般に関わるコンサルティングを提供する株式会

社プログレス・パートナーズを設立いたしました。

　当事業譲渡は、この提携の一環として「連結納税

Tax-Saver」の販売、保守、運用及びコンサルティング

を提供している当事業を株式会社プログレス・パート

ナーズに事業譲渡することとしたものです。

  ２　　　　　　　　　　―

 

※３　特別損失「その他」の内容

①リース解約損

②固定資産売却損

1,077千円

 

　　工具、器具及び備品 461千円

③固定資産除却損 　

　　工具、器具及び備品

　　ソフトウエア

680千円

590千円

　４　　　　　　　　　　─

 

※３　特別損失「その他」の内容

①会員権評価損 8,280千円

②固定資産売却損 　

　工具、器具及び備品 182千円

 

※４　特別損失「減損損失」の内容

　　　(1) 市場販売目的のソフトウエア　74,969千円

　　　(2) のれん

　　　　① 主な用途

　　　　　　　事業資産

　　　　② 種類

　　　　　　　連結子会社のれん

　　　　③ 場所

　　　　　　　株式会社チェンジビジョン

　　　　　　　（東京都新宿区）

④ 減損損失の認識に至った経緯

　株式取得時に検討していた収益が見込めなく

なったため、回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。

⑤ 減損損失額

　　　　　　　1,141千円

⑥ 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は零として減損損失を測定して

おります。

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 59/110



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,896 24 ― 30,920

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　ストックオプションの行使による増加　　   　 24株

　
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　該当事項はありません。
　
　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
第８回 定時株主総
会

普通株式 15,448 500平成19年３月31日 平成19年６月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
第９回 定時株主総
会

普通株式 利益剰余金 49,472 1,600平成20年３月31日 平成20年６月25日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,920 ― ― 30,920

　
　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 487 ― 487

　
(変動事由の概要)
増加数の内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議による自己株式の取得による増加　487株

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる株
式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高(千
円)

前連結会計年
度末

増加 減少
当連結会計年
度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ─ ─ ─ 5,374

合計 ─ ─ ─ ─ 5,374

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
第９回 定時株主総会

普通株式 49,472 1,600平成20年３月31日 平成20年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月18日
第10回 定時株主総会

普通株式 利益剰余金 30,433 1,000平成21年３月31日 平成21年６月19日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 985,267千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100,000千円

現金及び現金同等物 885,267千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 798,849千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△50,000千円

現金及び現金同等物 748,849千円

※２　事業の譲渡により減少した資産及び負債の主な内

容

　　　連結Tax-Saver事業の事業譲渡により減少した資産・

負債の内訳は次のとおりであります。

固定資産 4,366千円

流動負債 13,257千円

  ２　　　　　　　　　　―

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 62/110



(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 917千円

減価償却費相当額 874千円

支払利息相当額 19千円

―

２　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

３　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

取得原価
(千円)

連結貸借
対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借
対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
　株式

― ― ― 30,148 33,826 3,677

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
　株式

48,883 45,403△3,480 58,868 42,703△16,164

(注)　前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損19,292

千円を計上しております。

　

　２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　該当事項はありません。

　

　３　時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券 　 　

　非上場株式 174,036 234,036

合計 174,036 234,036

(2) 子会社株式及び関連会社株式 　 　

　子会社株式 ─ 10,000

　関連会社株式 66,339 51,961

　合計 66,339 61,961
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(デリバティブ取引関係)

　１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１  取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

であります。

１  　　　　　　　　　同左

 

２  取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

２  　　　　　　　　　同左

 

３  取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市

場における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　①　ヘッジ会計の方法 

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用しております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

　　金利スワップ

（ヘッジ対象）

　　借入金利息

　③　ヘッジ方針

　当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行っております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしており、有

効性の評価を省略しております。

３  　　　　　　　　　同左

４  取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを

有しております。

　なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識して

おります。

４  　　　　　　　　　同左

 

５  取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、経理担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

５  　　　　　　　　　同左

 

　

　２　取引の時価等に関する事項

　　　前連結会計年度（平成20年３月31日）及び当連結会計年度（平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、全国情報サービス産業厚生年金基金（総合設立型）に加入してお

ります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであ

ります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日現在)

年金資産の額 414,972,369千円

年金財政計算上の給付債務の額 358,004,290千円

差引額 56,968,079千円

(2)制度全体に占める当社及び一部の連結子会社の掛金拠出割合(平成19年３月分掛金拠出額)

0.36％

(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高1,076,725千円(平成19年３月31

　日現在)及び剰余金58,044,804千円(平成19年３月31日現在)となっております。

２．退職給付債務に関する事項

当社及び一部の連結子会社が加入する全国情報サービス産業厚生年金基金は総合設立型であるた

め、退職給付債務は計算しておりません。

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用は、当該厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額として、29,788

千円計上しております。

(追加情報)

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その２)」(企業会計基準　第14号

　平成19年５月15日)を適用しております。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、全国情報サービス産業厚生年金基金（総合設立型）に加入してお

ります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであ

ります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３月31日現在)

年金資産の額 392,848,769千円

年金財政計算上の給付債務の額 406,325,318千円

差引額 △13,476,548千円

(2)制度全体に占める当社及び一部の連結子会社の掛金拠出割合(平成20年３月分掛金拠出額)

0.13％

(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高1,665,197千円(平成20年３月31

　日現在)及び不足金11,811,351千円(平成20年３月31日現在)となっております。

２．退職給付債務に関する事項

当社及び一部の連結子会社が加入する全国情報サービス産業厚生年金基金は総合設立型であるた

め、退職給付債務は計算しておりません。

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用は、当該厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額として、　　　

27,013千円計上しております。
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(ストック・オプション等関係)

　　前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

１．ストック・オプションの内容

　 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社グループ取締役　５名 当社グループ取締役　５名

当社グループ監査役　１名 当社グループ監査役　１名

当社グループ従業員　86名 当社グループ従業員　68名

株式の種類別のストック・オ
プションの付与数（注）

普通株式　2,800株　 普通株式　1,920株　

付与日 平成16年４月１日 平成18年４月28日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者は、対

象勤務期間継続して、当社グループの

取締役、監査役または従業員のいずれ

かの地位を保有しているものとしま

す。 

　ただし、当社グループの従業員の定

年または会社都合による退職など正

当な理由がある場合及び退任する当

社グループの取締役または監査役に

正当な理由がある場合にはこの限り

ではないものとします。

　同左

対象勤務期間
平成16年４月１日から
平成18年６月30日まで

平成18年４月28日から
平成20年６月30日まで

権利行使期間
平成18年７月１日から 平成20年７月１日から

平成24年６月30日まで 平成26年６月30日まで

　　　　（注）株式数に換算しております。
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２．ストック・オプションの規模及びその変動状況

前連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック

・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの数

　 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権

権利確定前　　（株） 　 　

　前連結会計年度末 ─ 1,864

　付与 ― ―

　失効 ─ 156

　権利確定 ─ ―

　未確定残 ─ 1,708

権利確定後　　（株） 　 　

　前連結会計年度末 1,644 ―

　権利確定 ― ─

　権利行使 24 ─

　失効 224 ─

　未行使残 1,396 ─

　

(2) 単価情報

　 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権

権利行使価格（円） 125,000 254,100

権利行使時の平均株価
（円）

117,667 ―

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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　　当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　5,374千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　 提出会社 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分
及び人数

当社グループ取締役　５名 当社グループ取締役　５名 当社グループ取締役　８名

当社グループ監査役　１名 当社グループ監査役　１名 当社グループ監査役　３名

当社グループ従業員　86名 当社グループ従業員　68名 当社グループ従業員　９名

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数（注）

普通株式　2,800株　 普通株式　1,920株　 普通株式　400株　

付与日 平成16年４月１日 平成18年４月28日 平成20年６月20日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた

者は、対象勤務期間継続し

て、当社グループの取締役、

監査役または従業員のいず

れかの地位を保有している

ものとします。 

　ただし、当社グループの従

業員の定年または会社都合

による退職など正当な理由

がある場合及び退任する当

社グループの取締役または

監査役に正当な理由がある

場合にはこの限りではない

ものとします。

同左

 

同左

対象勤務期間
平成16年４月１日から
平成18年６月30日まで

平成18年４月28日から
平成20年６月30日まで

平成20年６月20日から
平成22年６月30日まで

権利行使期間
平成18年７月１日から 平成20年７月１日から 平成22年７月１日から

平成24年６月30日まで 平成26年６月30日まで 平成28年６月30日まで

　　　　（注）株式数に換算しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストッ

ク・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

　 提出会社 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利確定前（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 ─ 1,708 ─

　付与 ─ ─ 400

　失効 ─ 80 15

　権利確定 ─ 1,628 ─

　未確定残 ─ ─ 385

権利確定後（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 1,396 ─ ─

　権利確定 ― 1,628 ─

　権利行使 ― ― ―

　失効 176 152 ─

　未行使残 1,220 1,476 ─

　

② 単価情報

　 提出会社 提出会社 提出会社

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権 利 行 使 価 格
（円）

125,000 254,100 84,389

権利行使時の平均
株価（円）

― ― ―

付与日における公
正 な 評 価 単 価
（円）

― ― 34,900
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３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性　67％

平成16年11月10日～平成20年６月20日の株式実績に基づき算定しております。

② 予想残存期間　５年

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行

使されるものとして推定して見積もっております。

③ 予想配当　1,000円/株

平成21年３月期の配当予想によっております。

④ 無リスク利子率　1.4％

予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

①流動資産 　

　繰越欠損金 23,163千円

　賞与引当金 8,817千円

　未払事業税 11,378千円

　未払事業所税 1,632千円

　貸倒引当金 833千円

　連結会社内部利益消去 10,134千円

　その他 3,364千円

　評価性引当額 △23,536千円

　繰延税金負債(流動)との相殺 △120千円

　　計 35,666千円

②固定資産 　

　その他有価証券評価差額金 1,416千円

　減価償却超過額 5,249千円

　連結会社内部利益消去 2,012千円

　　計 8,678千円

繰延税金資産合計 44,344千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

①流動資産 　

　繰越欠損金 38,707千円

　賞与引当金 10,818千円

　未払賞与 3,759千円

　未払事業税 4,411千円

　未払事業所税 1,680千円

　貸倒引当金 879千円

　新株予約権 227千円

　評価性引当額 △39,101千円

　　計 21,382千円

②固定資産 　

　その他有価証券評価差額金 5,081千円

　会員権評価損 3,370千円

　貸倒引当金 11,764千円

　固定資産評価損 30,512千円

　減価償却費 7,948千円

　連結会社内部利益消去 3,351千円

　評価性引当額 △34,183千円

　　計 27,845千円

繰延税金資産合計 49,227千円
 

（繰延税金負債）

①流動負債 　

　未収還付事業税 2,745千円

　繰延税金資産(流動)との相殺 △120千円

　　計 2,625千円

　 　

②固定負債 　

　連結会社内部損失消去 19千円

　　計 19千円

繰延税金負債合計 2,644千円

（繰延税金負債）

①流動負債 　

―

　 　

　 　

　 　

②固定負債 　

　連結会社内部損失消去 32千円

　　計 32千円

繰延税金負債合計 32千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない
項目

2.4％

　住民税均等割等 0.7％

　評価性引当額の増減 1.1％

　のれん償却額 4.0％

　過年度法人税等 0.8％

　その他 0.1％

　税効果適用後の法人税等の負担率 49.8％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない
項目

6.6％

　住民税均等割等 1.9％

　評価性引当額の増減 33.5％

　のれん償却額 11.5％

　持分法による投資損失 4.7％

　その他 △1.5％

　税効果適用後の法人税等の負担率 97.4％
 

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 73/110



(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び

　当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　当社グループは、情報化戦略の策定支援、情報化業務の改革支援、システム受託開発、製

　　品開発・販売及びこれらに関する各種サービスを提供する単一事業区分の業務を営んでいる

　　ため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項は

　　ありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

子会社等

属性
会社等の名
称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容又は
職業

議決権等の
所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

役員の兼
任等

事業上の
関係

関連会社 株式会社
プログレス
・パート
ナーズ

東京都渋
谷区

125,000経営コン
サルティ
ング業

(所有)
直接40.0

兼任
　１人

─ 増資の引
受

40,000― ―

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　増資の引受については、当社が同社の実施した株主割当増資を１株につき50千円で引受けたものであり

ます。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 78,936円08銭
　

１株当たり純資産額 79,245円67銭

１株当たり当期純利益金額 7,124円51銭
　

１株当たり当期純利益金額 1,492円10銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。
　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 2,604,294 2,538,449

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

163,590 126,765

　（うち新株予約権） ─ (5,374)

　（うち少数株主持分） (163,590) (121,391)

普通株式に係る期末の純資産額
（千円）

2,440,703 2,411,683

普通株式の発行済株式数（株） 30,920 30,920

普通株式の自己株式数（株） ― 487

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（株）

30,920 30,433

　  ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 220,247 46,070

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益（千円） 220,247 46,070

　普通株式の期中平均株式数（株） 30,914 30,876

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額

　 　

　当期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株） ― ―

　　(うち新株予約権) (―) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類
定時株主総会の特別決議日
平成15年12月22日
定時株主総会の特別決議日
平成17年12月22日
なお、概要につきましては、「第４
提出会社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。

新株予約権３種類
定時株主総会の特別決議日
平成15年12月22日
　新株予約権の数　305個
平成17年12月22日
　新株予約権の数　369個
平成19年６月27日
　新株予約権の数　385個
なお、概要につきましては、「第４
提出会社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　ストックオプションとしての新株予約権の付与

　当社は平成20年６月19日開催の臨時取締役会におい

て、平成19年６月27日開催の第８期定時株主総会で決議

した会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236

条、第238条、第239条の規定に基づくストックオプショ

ンとしての新株予約権の付与を以下のとおり決議しま

した。

(1)  新株予約権の発行日　平成20年６月20日

(2)  新株予約権の発行数　

     400個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式400株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき84,389円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 33,755,600円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成22年７月１日から平成28年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 16,878,000円（１株につき42,195円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社及び当社完全子会社の役員

　　 11名に対し245個

　　 当社及び当社完全子会社の従業員　

　　 ９名に対し155個　

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　③平成

19年６月27日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　

１　取締役に対するストックオプションとしての新株予

約権の付与

　当社は平成21年６月12日開催の臨時取締役会におい

て、平成20年６月24日開催の第９期定時株主総会で決議

した会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条、第

239条の規定に基づく当社の取締役に対し、ストックオ

プションとしての新株予約権の付与を以下のとおり決

議しました。

(1)  新株予約権の発行日　平成21年６月15日

(2)  新株予約権の発行数　

     400個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式400株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき50,000円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 20,000,000円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成23年７月１日から平成29年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 10,000,000円（１株につき25,000円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社の役員４名に対し400個

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　④平成

20年６月24日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

２　取締役に対するストックオプションとしての新株予

約権の発行

　当社は、平成20年６月24日開催の定時株主総会におい

て、会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条及び

第239条の規定に基づき、当社の取締役に対し、ストック

オプションとして新株予約権を発行することを決議し

ました。

　この内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況

　(8)ストックオプション制度の内容」に記載のとおり

であります。

３　従業員等に対するストックオプションとしての新株

予約権の発行

　当社は、平成20年６月24日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社従業員及び当社子会社の取締役、従業員に対し、

ストックオプションとして新株予約権を発行すること

を決議しました。

　この内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況

　(8)ストックオプション制度の内容」に記載のとおり

であります。

２　従業員等に対するストックオプションとしての新株

予約権の付与

　当社は平成21年６月12日開催の臨時取締役会におい

て、平成20年６月24日開催の第９期定時株主総会で決議

した会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づく当

社従業員及び当社子会社の取締役及び従業員に対し、ス

トックオプションとしての新株予約権の付与を以下の

とおり決議しました。

(1)  新株予約権の発行日　平成21年６月15日

(2)  新株予約権の発行数　

     1,200個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式1,200株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき50,000円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 60,000,000円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成23年７月１日から平成29年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 30,000,000円（１株につき25,000円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社従業員、当社子会社の取締役及び従業員

　　 157名に対し1,200個

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　⑤平成

20年６月24日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 180,000 410,000 1.14 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 60,000 60,000 2.48 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

150,000 90,000 2.48
平成22年９月～
平成23年９月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 390,000 560,000 ― ―

　
(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

60,000 30,000

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

(自 平成20年４月１日

 至 平成20年６月30日)

第２四半期
(自 平成20年７月１日

 至 平成20年９月30日)

第３四半期
(自 平成20年10月１日

 至 平成20年12月31日)

第４四半期
(自 平成21年１月１日

 至 平成21年３月31日)

売上高（千円） 928,920 1,012,721 894,646 953,068

税金等調整前四半期純
利益又は税金等調整前
四半期純損失(△)（千
円）

48,717 110,921 108 △11,020

四半期純利益又は四半
期純損失(△)（千円）

15,673 68,728 △14,198 △24,133

１株当たり四半期純利
益または１株当たり四
半期純損失(△)(円)

506.90 2,222.78 △459.20 △781.62
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 239,579

※2
 298,341

売掛金 ※1
 21,399

※1
 37,611

前払費用 7,839 8,780

繰延税金資産 － 2,851

短期貸付金 － ※1
 204,750

未収入金 － ※1
 52,722

未収税金 61,784 －

未収還付法人税等 － 34,205

その他 ※1
 28,013 10,421

流動資産合計 358,615 649,684

固定資産

有形固定資産

建物 37,091 43,372

減価償却累計額 △18,758 △22,863

建物（純額） 18,333 20,509

工具、器具及び備品 100,190 105,014

減価償却累計額 △58,315 △74,439

工具、器具及び備品（純額） 41,875 30,574

建設仮勘定 5,880 －

有形固定資産合計 66,089 51,084

無形固定資産

ソフトウエア 11,472 15,179

その他 11,457 －

無形固定資産合計 22,929 15,179

投資その他の資産

投資有価証券 217,040 308,167

関係会社株式 1,872,412 1,780,905

関係会社長期貸付金 31,500 36,750

破産更生債権等 － 27,710

長期前払費用 976 507

繰延税金資産 1,416 16,359

差入保証金 121,277 121,277

保険積立金 6,969 15,015

その他 14,230 5,950

貸倒引当金 － △27,710

投資その他の資産合計 2,265,822 2,284,933

固定資産合計 2,354,842 2,351,197

資産合計 2,713,458 3,000,881
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 240,000

※2
 470,000

未払金 22,443 27,474

未払法人税等 － 11,306

繰延税金負債 2,625 －

前受金 － 2,205

預り金 2,405 3,621

流動負債合計 267,474 514,607

固定負債

長期借入金 ※2
 150,000

※2
 90,000

固定負債合計 150,000 90,000

負債合計 417,474 604,607

純資産の部

株主資本

資本金 797,550 797,550

資本剰余金

資本準備金 1,181,070 1,181,070

資本剰余金合計 1,181,070 1,181,070

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 319,427 439,961

利益剰余金合計 319,427 439,961

自己株式 － △20,277

株主資本合計 2,298,047 2,398,303

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,063 △7,404

評価・換算差額等合計 △2,063 △7,404

新株予約権 － 5,374

純資産合計 2,295,984 2,396,274

負債純資産合計 2,713,458 3,000,881
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

売上高 ※1
 285,252

※1
 744,068

売上原価

当期製品製造原価 － 15,658

売上原価合計 － 15,658

売上総利益 285,252 728,410

販売費及び一般管理費 ※2
 175,902

※2
 417,846

営業利益 109,349 310,563

営業外収益

受取利息 ※1
 2,090 3,532

受取配当金 2,552 2,160

還付加算金 － 1,355

その他 537 533

営業外収益合計 5,180 7,581

営業外費用

支払利息 8,657 7,824

保険解約損 3,646 －

株式交付費 211 69

その他 － 205

営業外費用合計 12,514 8,100

経常利益 102,015 310,044

特別損失

投資有価証券評価損 19,292 －

関係会社株式評価損 － 91,506

貸倒引当金繰入額 － 27,710

その他 ※3
 1,161

※3
 8,462

特別損失合計 20,453 127,679

税引前当期純利益 81,561 182,365

法人税、住民税及び事業税 1,859 29,114

法人税等調整額 5,919 △16,754

法人税等合計 7,778 12,360

当期純利益 73,783 170,005
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　【製造原価明細書】

　 　

当事業年度

(自　平成20年４月１日 

 至　平成21年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)

Ⅰ　労務費 　 10,30065.8

Ⅱ　外注費 　 4,827 30.8

Ⅲ　経費 ※１ 530 3.4

　　当期総製造費用 　 15,658100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 ― 　

合計 　 15,658 　

　　期末仕掛品たな卸高 　 ― 　

　　当期製品製造原価 　 15,658 　

　 　 　 　

(注)　※１　主な内容は、次のとおりであります。

項目 当事業年度(千円)

旅費交通費 514

        ２　前事業年度において当期製品製造原価が発生していないため、製造原価明細は記載しておりません。

　

（原価計算の方法）

　　当社の原価計算は、実際個別原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 796,050 797,550

当期変動額

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 797,550 797,550

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,179,570 1,181,070

当期変動額

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 1,181,070 1,181,070

資本剰余金合計

前期末残高 1,179,570 1,181,070

当期変動額

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 1,181,070 1,181,070

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 398 －

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △398 －

当期変動額合計 △398 －

当期末残高 － －

繰越利益剰余金

前期末残高 260,694 319,427

当期変動額

特別償却準備金の取崩 398 －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 73,783 170,005

当期変動額合計 58,733 120,533

当期末残高 319,427 439,961
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 261,092 319,427

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 73,783 170,005

当期変動額合計 58,335 120,533

当期末残高 319,427 439,961

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 － △20,277

当期変動額合計 － △20,277

当期末残高 － △20,277

株主資本合計

前期末残高 2,236,712 2,298,047

当期変動額

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 73,783 170,005

自己株式の取得 － △20,277

当期変動額合計 61,335 100,255

当期末残高 2,298,047 2,398,303

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △631 △2,063

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,432 △5,340

当期変動額合計 △1,432 △5,340

当期末残高 △2,063 △7,404

評価・換算差額等合計

前期末残高 △631 △2,063

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,432 △5,340

当期変動額合計 △1,432 △5,340

当期末残高 △2,063 △7,404
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5,374

当期変動額合計 － 5,374

当期末残高 － 5,374

純資産合計

前期末残高 2,236,081 2,295,984

当期変動額

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △15,448 △49,472

当期純利益 73,783 170,005

自己株式の取得 － △20,277

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,432 33

当期変動額合計 59,902 100,289

当期末残高 2,295,984 2,396,274
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　　

　

　

　時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物　　　　　　　　 ３～18年

　　工具、器具及び備品　 ４～15年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日　

法律第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。

　当該変更による営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響額は

軽微であります。

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物　　　　　　　　 ３～18年

　　工具、器具及び備品　 ４～15年

―

　 (追加情報)

　なお、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌事業年度から５年

間で均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　当該変更による営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響額は

軽微であります。

―
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 無形固定資産

　自社利用のソフトウエアについて

は、当社が見積もった利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

(2) 無形固定資産

同左

 

３　繰延資産の処理方法 　株式交付費については、支出時に全額

費用として処理しております。

同左

 

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

貸倒引当金

同左

 

 

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

─

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため、特例処

理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　（ヘッジ手段）

　　金利スワップ

（ヘッジ対象）

　　借入金利息

(3) ヘッジ方針

　　当社は、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップを行っ

ております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　金利スワップの特例処理の要件を満

たしており、有効性の評価を省略し

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

 

(3) ヘッジ方針

同左

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

　　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の処理方法

同左
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　【会計方針の変更】

会計処理の変更

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―  (グループ間取引の会計処理)

　従来、当社では、グループ各社に請求する兼務役員の

報酬、子会社の管理業務受託手数料等の諸経費を当社

販売費及び一般管理費から控除した上で、各子会社に

おいて当該科目で計上しておりましたが、持株会社体

制による営業活動の収益計上の実態をより適切に表示

するため、当事業年度より、各種経費を総額表示し、グ

ループ各社の負担額を当社の売上高に含めておりま

す。

　この変更により、従来の方法に比べ、売上高、売上総利

益、販売費及び一般管理費がそれぞれ87,778千円増加

しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に対する影響はありません。

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 (貸借対照表)

　前事業年度に流動資産「その他」に含めて表示してお

りました「未収税金」（前事業年度3,453千円）は、重要

性が増したため、当事業年度において区分掲記しており

ます。

 

 

 

 

 

 

　

　

　　

 

 

 

  

―

 (貸借対照表)

１　前事業年度に流動資産「その他」に含めて表示して

おりました「短期貸付金」（前事業年度18,000千円）

は、重要性が増したため、当事業年度において区分掲記

しております。

２　前事業年度に流動資産「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」（前事業年度335千円）は、重

要性が増したため、当事業年度において区分掲記して

おります。

３　前事業年度において、「未収税金」として掲記されて

いたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い財

務諸表の比較可能性を向上するため、当事業年度より

「未収消費税等」「未収還付法人税等」に区分掲記し

ております。なお、前事業年度における「未収税金」を

区分表示した額は「未収消費税等」が22,039千円、

「未収還付法人税等」が39,744千円であります。

　　なお、当事業年度は未収消費税等に該当はありません。

 (損益計算書)

　　前事業年度に営業外収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「還付加算金（前事業年度42千円）」

は、重要性が増したため、当事業年度において区分掲記

しております。
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　【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　(関係会社に対する資産及び負債)

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。

売掛金　　　　　　　21,399千円

その他(短期貸付金)　18,000千円

※１　(関係会社に対する資産及び負債)

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。

売掛金　　　　　　　37,611千円

短期貸付金         104,750千円

未収入金        　　50,748千円

※２　(担保資産)

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類
期末帳簿
価額
(千円)

担保権の
種類

内容
期末残高
(千円)

預金(定
期預金)

50,000質権
短期借入金

長期借入金

240,000
150,000

※２　(担保資産)

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類
期末帳簿
価額
(千円)

担保権の
種類

内容
期末残高
(千円)

預金(定
期預金)

50,000質権
短期借入金

長期借入金

440,000
90,000

３　（当座貸越）

　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当期末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 300,000千円

借入実行残高 180,000千円

差引額 120,000千円

３　（当座貸越）

　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当期末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 950,000千円

借入実行残高 380,000千円

差引額 570,000千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 285,252千円

受取利息 1,506千円

※２　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりで

あります。

役員報酬 15,500千円

給料手当 17,646千円

地代家賃 9,894千円

減価償却費 29,234千円

支払手数料 53,451千円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 742,568千円

　 　

※２　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりで

あります。

役員報酬 90,850千円

給料手当 106,085千円

地代家賃 33,143千円

減価償却費 26,728千円

支払手数料 82,939千円

　　　おおよその割合

販売費 2％

一般管理費 98％

　　　おおよその割合

販売費 2％

一般管理費 98％

※３　特別損失「その他」の内容

①固定資産売却損 　

　　工具、器具及び備品 509千円

②固定資産除却損 　

　　工具、器具及び備品 652千円

※３　特別損失「その他」の内容

①会員権評価損 8,280千円

　 　

②固定資産売却損 　

　　工具、器具及び備品 182千円

　

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） ― 487 ― 487

　
(変動事由の概要)
増加数の内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議による自己株式の取得による増加　487株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 58千円

減価償却費相当額 54千円

支払利息相当額 0千円

―

２　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

３　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　

　

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成20年３月31日）及び当事業年度（平成21年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 93/110



(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　①流動資産

　未払事業所税 120千円

　繰延税金負債(流動)との相殺 △120千円

　　計 ─千円

 

　②固定資産

　その他有価証券評価差額金 1,416千円

　　計 1,416千円

繰延税金資産合計 1,416千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　①流動資産

　未払事業税 2,594千円

　未払事業所税 257千円

  新株予約権 227千円

　評価性引当額 △227千円

　　計 2,851千円

　②固定資産

　その他有価証券評価差額金 5,081千円

　会員権評価損 3,370千円

　関係会社株式評価損 37,243千円

　貸倒引当金 11,278千円

　評価性引当額 △40,613千円

　　計 16,359千円

繰延税金資産合計 19,210千円
 

　(繰延税金負債)

①流動負債

　未収還付事業税 2,745千円

　繰延税金資産(流動)との相殺 △120千円

　　計 2,625千円

繰延税金負債合計 2,625千円

　②固定負債

―
 

　(繰延税金負債)

①流動負債

―

 

 
 
 

　②固定負債

―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目 2.5％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 △35.0％

住民税均等割額 1.2％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 9.5％

　 　
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目 2.8％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 △59.7％

評価性引当額の増減 22.4％

住民税均等割額 0.5％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 6.8％
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(企業結合等関係)

　

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び

　当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報) 

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 74,255円64銭
　

１株当たり純資産額 78,562円72銭

１株当たり当期純利益金額 2,386円73銭
　

１株当たり当期純利益金額 5,506円06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。
　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。
　

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成20年３月31日)
当事業年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 2,295,984 2,396,274

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

― 5,374

　（うち新株予約権） (―) (5,374)

普通株式に係る期末の純資産額
（千円）

2,295,984 2,390,899

普通株式の発行済株式数（株） 30,920 30,920

普通株式の自己株式数（株） ― 487

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（株）

30,920 30,433

　　２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(千円) 73,783 170,005

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(千円) 73,783 170,005

　普通株式の期中平均株式数(株) 30,914 30,876

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
　 　

　当期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類
定時株主総会の特別決議日
平成15年12月22日
　新株予約権の数　349個
平成17年12月22日
　新株予約権の数　427個
なお、概要につきましては、「第４
提出会社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。

新株予約権３種類
定時株主総会の特別決議日
平成15年12月22日
　新株予約権の数　305個
平成17年12月22日
　新株予約権の数　369個
平成19年６月27日
　新株予約権の数　385個
なお、概要につきましては、「第４
提出会社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。
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(重要な後発事象)

　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　ストックオプションとしての新株予約権の付与

　当社は平成20年６月19日開催の臨時取締役会におい

て、平成19年６月27日開催の第８期定時株主総会で決議

した会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236

条、第238条、第239条の規定に基づくストックオプショ

ンとしての新株予約権の付与を以下のとおり決議しま

した。

(1)  新株予約権の発行日　平成20年６月20日

(2)  新株予約権の発行数　

     400個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式400株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき84,389円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 33,755,600円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成22年７月１日から平成28年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 16,878,000円（１株につき42,195円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社及び当社完全子会社の役員

　　 11名に対し245個

　　 当社及び当社完全子会社の従業員　

　　 ９名に対し155個　

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　③平成

19年６月27日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　

１　取締役に対するストックオプションとしての新株予

約権の付与

　当社は平成21年６月12日開催の臨時取締役会におい

て、平成20年６月24日開催の第９期定時株主総会で決議

した会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条、第

239条の規定に基づく当社の取締役に対し、ストックオ

プションとしての新株予約権の付与を以下のとおり決

議しました。

(1)  新株予約権の発行日　平成21年６月15日

(2)  新株予約権の発行数　

     400個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式400株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき50,000円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 20,000,000円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成23年７月１日から平成29年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 10,000,000円（１株につき25,000円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社の役員４名に対し400個

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　④平成

20年６月24日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

２　取締役に対するストックオプションとしての新株予

約権の発行

　当社は、平成20年６月24日開催の定時株主総会におい

て、会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条及び

第239条の規定に基づき、当社の取締役に対し、ストック

オプションとして新株予約権を発行することを決議し

ました。

　この内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況

　(8)ストックオプション制度の内容」に記載のとおり

であります。

３　従業員等に対するストックオプションとしての新株

予約権の発行

　当社は、平成20年６月24日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社従業員及び当社子会社の取締役、従業員に対し、

ストックオプションとして新株予約権を発行すること

を決議しました。

　この内容は、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況

　(8)ストックオプション制度の内容」に記載のとおり

であります。

２　従業員等に対するストックオプションとしての新株

予約権の付与

　当社は平成21年６月12日開催の臨時取締役会におい

て、平成20年６月24日開催の第９期定時株主総会で決議

した会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づく当

社の当社従業員及び当社子会社の取締役及び従業員に

対し、ストックオプションとしての新株予約権の付与を

以下のとおり決議しました。

(1)  新株予約権の発行日　平成21年６月15日

(2)  新株予約権の発行数　

     1,200個（１個につき１株）

(3)  新株予約権の発行価額　無償とする

(4)  新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　 当社普通株式1,200株

(5)  新株予約権の行使に際しての払込価額　

　　 １株につき50,000円

(6)  新株予約権の行使により発行する株式の発行価　　

　　 額の総額

　　 60,000,000円

(7)  新株予約権の行使期間　

　　 平成23年７月１日から平成29年６月30日　

(8)  新株予約権の行使により新株を発行する場合の　　

　　

　　 発行価額のうち資本に組入れる額　

　　 30,000,000円（１株につき25,000円）　

(9)  付与対象者の人数及び割当個数　

　　 当社従業員、当社子会社の取締役及び従業員

　　 157名に対し1,200個

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　（8）ストックオプション制度の内容　⑤平成

20年６月24日株主総会決議」に記載のとおりでありま

す。　
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価
証券

その他
有価証券

株式会社ジークホールディングス 2,900 145,000

株式会社フォー・リンク・システムズ 400 60,000

株式会社ワイ・ディー・シー 50 25,000

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 48,000 22,848

株式会社インフォメーションクリエーティブ 50,000 20,850

ウルシステムズ株式会社 563 10,978

情報技術開発株式会社 13,300 9,443

株式会社イーウェーヴ 140 7,322

ネクストウェア株式会社 513 5,088

株式会社コンポーネントスクエア 80 1,636

計 115,946 308,167
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 37,0916,280 ― 43,37222,8634,10520,509

　工具、器具及び備品 100,1907,755 2,931105,01474,43918,84430,574

　建設仮勘定 5,880 ― 5,880 ― ―　 ― ―

有形固定資産計 143,16314,0358,812148,38697,30222,94951,084

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 15,8007,485 ― 23,2868,107 3,77815,179

ソフトウエア仮勘定 11,45761,92873,385 ― ― ― ―

無形固定資産計 27,25769,41473,38523,2868,107 3,77815,179

長期前払費用 1,211 ― ― 1,211 703 469 507

(注)１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定　 新購買システム構築　45,000千円

　　　　　　　　　　 社内システム構築　　16,928千円

　　２．当期減少額の主な内容は次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定　 新購買システム構築売却(株式会社豆蔵(連結子会社)へ)　45,000千円

　　　　　　　　　　 社内システム売却(株式会社豆蔵(連結子会社)へ)　　　　22,113千円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 ― 27,710 ― ― 27,710
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 84

預金

普通預金 247,959

別段預金 297

定期預金 50,000

計 298,257

合計 298,341

　

ロ　売掛金

ａ．相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

株式会社豆蔵 29,305

株式会社オープンストリーム 6,510

株式会社チェンジビジョン 1,796

計 37,611

　

ｂ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

21,399 501,395 485,183 37,611 92.8 21.5

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ハ　短期貸付金

　

相手先 金額(千円)

シルバーオックス株式会社 100,000

株式会社豆蔵 80,000

株式会社チェンジビジョン 24,750

計 204,750
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ニ　関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

株式会社豆蔵 447,783

株式会社オープンストリーム 1,194,628

株式会社チェンジビジョン 68,493

株式会社プログレス・パートナーズ 70,000

計 1,780,905

　

②　負債の部

イ　短期借入金

相手先 金額(千円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 440,000

株式会社三井住友銀行 30,000

計 470,000

　

ロ　長期借入金

相手先 金額(千円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 90,000

計 90,000

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ─

　　株主名簿管理人 ─

　　取次所 ─

　　買取手数料 ─

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.mzoshd.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

　

(1) 有価証券報告書およびその添付書類

事業年度　第９期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)平成20年６月24日関東財務局長に提出。

　

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第10期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)平成20年８月14日関東財務局長に提出

第10期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)平成20年11月14日関東財務局長に提出

第10期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)平成21年２月13日関東財務局長に提出

　

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第８期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成20年９月30日関東財務局長に提出。

事業年度　第９期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)平成20年９月30日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成21年６月11日関東財務局長に提出。

　

(5) 自己株券買付状況報告書

平成21年３月４日、平成21年４月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年6月24日

株式会社　豆蔵ＯＳホールディングス

取締役会　御中

 あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
公認会計士 白　川　芳　樹　㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士 梅　津　　　広　㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。

当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社豆蔵ＯＳホールディングス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以　　上

　
 
※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年6月18日

株式会社　豆蔵ＯＳホールディングス

取締役会　御中

 あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
公認会計士 白　川　芳　樹　㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士 梅　津　　　広　㊞

業務執行社員

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社豆蔵ＯＳホールディングス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社豆蔵

ＯＳホールディングスの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係

る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任

は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制

により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書

に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基

礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行っ

た記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社豆蔵ＯＳホールディングスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務

報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　
 
※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年6月24日

株式会社　豆蔵ＯＳホールディングス

取締役会　御中

　

　
 あ ず さ 監 査 法 人

 指 定 社 員
公認会計士 白　川　芳　樹　㊞

 業務執行社員

 指 定 社 員
公認会計士 梅　津　　　広　㊞

 業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日

までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属

明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
　
 
※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年6月18日

株式会社　豆蔵ＯＳホールディングス

取締役会　御中

　

　
 あ ず さ 監 査 法 人

 指 定 社 員
公認会計士 白　川　芳　樹　㊞

 業務執行社員

 指 定 社 員
公認会計士 梅　津　　　広　㊞

 業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日

までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属

明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
　
 
※１　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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